
社会保障制度改革の提言
（その３）　少子化対策

２０００年 10 月　経済同友会 社会保障改革委員会
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IIII．．．．    要約と結論要約と結論要約と結論要約と結論

１) 当報告書は「少子化対策」をテーマとして、いくつかの提言を行うものである。「子供を産み育て

ること」は家族の問題であり、人口政策の発動についてはアレルギーも強い。したがって、まず

基本的な考え方を図ー１に沿って説明する。

戦後日本の経済政策は「家族が健全に再生産されている」との前提のもと、先進国へのキャッ

チ・アップを目指して展開されていた。９０年代の経済政策も同様である。図の一番下の部分、

すなわちバブル崩壊後の景気低迷に対処するために、金融システムの再構築、規制緩和によ

る競争促進政策の導入が主なテーマであった。しかし、景気回復を目標とした公的支出の拡大

は国家財政を破綻させ、将来的には財政再建が重要なテーマとなりつつある。

家族は健全に再生産されているか

育児

結婚

教育
病気

年金

介護

労働市場改革

労働市場

個々人の能力増強による

国際競争力の維持

少子化対策 高齢化対策

産業政策

・規制緩和、競争促進政策の導入

・金融システムの安定化、高技術分野へのＲ＆Ｄ

「家族」

－家族維持のための政策発動－
出産

終身雇用性の動揺、女性の社会進出、高齢者雇用の促進、

ワーク・シェアリング、ボランティア、外国人労働者問題

２) 公的支出が限界を見せ始める中で、家族を取り巻く環境は大きな変化を迎えつつある。高齢

化の進行に伴い「老－老」介護が切実な課題となり、介護の社会化を目的として介護保険が導

入された。高齢化の進行は公的年金システムに動揺を与えており、老後の所得保障に不安を

投げかけている。医療費の急増も無視できない。低成長が続くなかで全ての国民が最高の医

療サービスを低価格で享受できるか否かも今後の改革の結果に依存している。仏教で述べる

所の人間の４つの苦しみ「生、老、病、死」の「老、病、死」に対する不安が高まってきているの
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である。一方「生」にも課題が生じてきている。

３) 社会保障制度は相互扶助を理念とするが、根底にあるルールは世代間扶養である。公的年金

では、年金世代のために現役世代の資金を移転している。医療保険も、現役世代と高齢者の

通院回数を比較するならば、現役世代が高齢者の医療費を負担しているのである。介護保険

も半分は公費が投入されているが、公費の中心は現役世代の納める税である。

４) つまり現役世代が着実に維持されていなければ、社会保障制度そのものが成り立たず、家族

の老後の生活は動揺する。現実の日本の状況は、１９７５年に２．１８であった出生率が１９９９

年には１．３４にまで低下し、このままでは日本の生産人口（２０～５９歳とした）は現状の７千万

人から２０４０年には５千万人にまで落ち込むことが予想される。「家族は健全に再生産されて

おらず」、年老いた家族は「老－老」扶養でしか維持できない可能性がある。したがって、「プラ

イバシーに国家が介入するのか」との議論もあるが、「少子化対策」が必要な局面に入ったも

のと判断される。

５) 女性の社会進出が続き、晩婚化が少子化の大きな原因となっている。しかし、「女性は家庭に

いて家事、育児を担当」と主張できる時代でもない。第一次石油ショック以降の減速経済のもと

で実質賃金上昇率が鈍化する中で、中産階級としての生活を維持するために主婦の労働市場

への参入が続いている。女性の社会進出は家族にとって必要なのである。また高学歴化が進

行し、女性自身にとっても働くことが必要となってきている。したがって、少子化対策は専業主

婦のいる家族を中心に考えるのではなく、「夫婦共稼ぎで中産階級としての生活が維持でき、

かつ二人の子供を無理なくスムーズに育てることが出来る環境をどのように整備するか」という

ことになろう（９９年３月末、全女性公的年金保険者に占める専業主婦３３％）。まず大都市を中

心に、約４万人の待機児童を抱える保育所の大量増設が必要である。

６) さらに税制等を改革し、①独身より結婚（「家族」）を優遇し、②出産・子育てに目途のついた女

性が再び就労し、収入を増やそうとする時の障害を排除すべきである。国際比較統計によれ

ば、女性にとって働きやすい環境であるほど合計特殊出生率は高いことが観察される。生産人

口の減少に対して女性の一層の社会進出が必要でもある。

７) 家族の労働市場との関わり方も変えていく必要がある。当報告書では、オランダのワーク・シェ

アリングに注目した。「フルタイム共稼ぎの夫婦が合わせて２００の収入を得ていた。夫が週４

日の勤務を、妻が３日の勤務となることを選んだ。夫婦の収入は１５０に減少したが、家庭にい
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る時間は大幅に増加し、育児もスムーズとなった（オランダ流「１．５稼ぎ」モデル）。」これがオラ

ンダのワーク・シェアリングシステムであり、９３年の労使合意書に「使用者は労働時間の決定

に労働者の育児、介護の責任を考慮」という一文が入っている。

８) このように、「家族の再生産を健全なものとし、高齢者家族の生活に不安をなくし、安心して死

を迎える」ためには、労働市場の変革も必要であろう。勿論、少子化の現象は「社会の価値観

の多様化」が進む中で現れた一つの事象であり、真に実効性のある対策を見極めることが困

難なことも事実である。しかし、ここ５年の間に本格的な対策が無ければ一層の出生率の低下

が懸念視される以上、具体的、かつ対処可能な対策の早急な発動が必要と考える。

９) 社会保障改革委員会としては、世代間扶養維持の立場より、①保育所整備、②子育てに理解

のある職場環境の整備、③税制、社会保険制度の改革を提案する。

１０) 保育所対策としては、大都市を中心に５年で１００万人分の保育所収容能力の増強を目指す

べきである。さらに保育の分野に格付け制度を導入する等、消費者利便の向上を図りつつ、競

争促進政策を導入すべきである。より具体的には、

① （情報サービス）居住地を決めようとする若い夫婦が、正確で十分な保育所情報を簡単に

得られる必要がある。地方自治体は、例えばコールセンターなどの形で、地域の保育・育

児情報を必要とする全ての人が簡単にアクセスできる体制を整えるべきである。

② （格付け）現状においては、子育てを考える夫婦にはどの保育所が良い保育所であるかの

判断基準が示されておらず、口コミなどの情報に頼らざるを得ない。保育所格付けのため

の第三者機関を創設し、消費者の利便の向上と保育所相互の競争促進を図るべきであ

る。

③ （株式会社規制）２０００年４月より株式会社などの保育所への参入が認められた。しかし、

保育ビジネスに参入する民間企業に対しては、当局からの厳しい規制が課せられている。

保育ビジネスに参入する株式会社に対する配当制限条項等は、大幅に緩和されるべきも

のと考える。

④ （イコール・フッティング）今年度より賃貸方式による保育所経営が認められた。不動産所

有者から建物等を賃貸し、社会福祉法人に加え株式会社等が保育ビジネスの運営を行う
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形態である。当然の事ながら、社会福祉法人と株式会社はこの方式のもとで競合関係に

入る。同じ保育サービスの提供者でありながら株式会社は課税、社会福祉法人は非課税

という状態は、利用者のための多様なサービスが競争状態で生まれていく土壌とは言い

がたい。不均衡な税制は修正されるべきと考える。同様に、保育所開設運営に際して社会

福祉法人は各種補助金、有利な公的融資等のメリットを享受している。公設民営制度の

採用等、株式会社に対しても同等の支援が必要である。

⑤ （サービスの多様性）社会のサービス労働化による労働時間帯の多様化は、当然利用者

の保育ニーズの多様化を生む。これに対応して利用者の利便性を向上させるために、夜

間および土日等休日におけるサービスの提供が様々に行われるべきである。延長保育の

ニーズが高まっていることは産業構造の変化に基づいた必然的な需要であり、公民共々

この対応に努力すべきと考える。

⑥ （利用手続き）そうした利用者本位の多様な保育サービスが生み出される競争促進と、利

用者の利便性を高めるために、利用者は地方公共団体を通じてでなく、　事業者と直接契

約（相対契約）を結ぶ形を基本として考えるべきである。

１１) 少子・高齢化の進行のもと、使用者は従業員の育児、介護の責任を考慮し、フレキシブルな勤

務形態を承認すべきである（Family Friendly Employment）。例えば、

① 有給育児休暇１年の徹底：０～１歳児の問題については、育児休業制度の一層の普及に

より１年の有給育児休暇の徹底を図るべきと考える。育児休業制度の普及は、職場に欠

員が出るため、従業員相互が連携意識を持ってサポートすることが必要になるが、限度も

あろう。この時、派遣会社の利用は、より柔軟に認められるべきである。

② 乳幼児を養育する従業員に対し、例えば通常１日８時間労働の場合、７時間または６時間

労働を認め給与を７／８または６／８とする、等を認め、フレックスタイム等と組み合わせて

柔軟な勤務時間帯の設定を可能にする仕組みの導入。

③ 家庭の状況により離職した従業員を人材登録しておき再雇用機会を提供することや、従

業員の必要に応じて社内の他の雇用形態にチェンジできる等、自分と家族の状況を考え

ながら、より柔軟に働き方を選択できる状況を積極的に作り出すべきである。

④ 出産、子育てで家庭に入った女性が問題なく、再度労働市場に参加できるシステムも必要
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であろう。派遣会社を経由して再び働き始めた人が、その企業への直接雇用を希望するこ

とも十分考えられる。したがって、派遣会社が派遣と紹介を柔軟に組み合わせてサービス

を提供することが認められるべきである（労働市場への再入口としての派遣会社サービス

の充実）。

１２) 家族に係わる税制、社会保険料については、独身より結婚（「家族」）を優遇する。かつ、出産、

子育てに目途が付いた主婦の就労へのディスインセンティブを排除し、子育て家族に対する支

援とする。

① 配偶者控除と特別配偶者控除のパッケージを廃止して、基礎控除（３８万円）と結婚控除

（７６万円）のパッケージに移行させる。結婚控除は、夫婦が家族を支え、子供を育てる努

力に対して行われる結婚家族控除とし、所得制限を設けない。更に、夫は仕事、妻は育児

と家事を担当するケースでは、働く夫に基礎控除３８万円が適用され、夫婦共稼ぎの場合

は夫と妻に基礎控除が各々３８万円ずつ適用される。

② 夫婦が共稼ぎの場合、夫婦は健康保険組合を一つにすることを認める。専業主婦の場合、

夫の健康保険組合にすでに帰属しており、拠出義務はない。夫婦二人が働いたがために、

拠出先が２ヶ所となることは不自然である。

③ 共稼ぎのサラリーマン夫婦では、一方が厚生年金保険料のうち報酬比例部分のみを拠出

することを認める。サラリーマンの妻は、拠出することなしに基礎年金が受け取れる。これ

には様々な批判がある。しかし、これを結婚優遇策として承認する。その上で、共稼ぎ夫

婦の両方が厚生年金保険料全額支払いとなることを避けるために、一方が報酬比例部分

のみを拠出することとし、本人へのインセンティブとする（自分が働いた分だけ、自分の厚

生年金報酬比例部分が入る）。計算式は、

　 共稼ぎ夫婦の一方は年収２３５万円までは拠出不要

　 年収が２３５万円を超えた場合の妻の拠出額は（年収）×０．０６７９－１６（万円）

④ 以上の税、社会保障制度の変更によって、例えば年収７００万円と年収５００万円の男女

が結婚し、共稼ぎとなった場合、可処分所得は４３万円増加する。また、妻が専業主婦と

なった場合、所得は減少するが、夫の所得控除は３８万円から１１４万円に増加し、夫の

可処分所得は１５万円増加する。専業主婦が再び努め始めたとしても、妻の所得の増加

に対してディスインセンティブとなる要因はなくなる。
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１３) なお、当面の労働市場は不況を反映し需給は弱含みであるが、中期的には人口減少により人

不足経済が到来するものと予想されている。そこで最後に外国人労働者問題についてコメント

する。過去２０年、日本企業の国際化は急速に進行した。海外現地生産は日常化し、日本企業

の資金調達もグローバルベース化している。海外生産の本格化により、グローバルベースで見

て雇用に占める外国人比率は上昇しているが、日本での外国人雇用は一般化していない。日

本は「ヒト」の面で門戸を閉ざし続けて行くべきなのであろうか。異なった文化の受入は２１世紀

の日本に活力を与える可能性もある。したがって、中長期的視野の下で外国人受入の増加を

原則とし、副作用を少なくするためにどのような方法で外国人労働者を受入れるかの本格的論

議がなされるべきと考える。
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IIIIIIII．．．．    少子化の現状少子化の現状少子化の現状少子化の現状

１) まず、現状認識を行う。９７年１０月の日本の人口構成は以下の通りである。

４０～５９歳 平均１８０万人×２０＝３６００万人

２０～３９歳 平均１７０万人×２０＝３４００万人

　０～１９歳 平均１３５万人×２０＝２７００万人

（参考） 現在の０～４歳児の平均人口が１２０万なので、今後２０年間同じ出生であると仮定した場

合の２０２０年の０～１９歳の人口は、平均１２０万人×２０＝２４００万人となる。

つまり、２０～５９歳の生産人口は現在７０００万人であるが、２０年後には２７００＋３４００＝６１

００万人で、現在に比べて９００万人の減少となる。また、２０２０年における０～１９歳の人口を

２４００万人と仮定すると、２０４０年の生産人口は２４００＋２７００＝５１００万人で、さらに１００

０万人減少する。４０年間で１９００万人の減少であり、この数値は現在の生産人口７０００万人

が今後４０年間で２７％減少することを意味する。

２) 将来、生産人口が２７％減少すると、現状のＧＤＰを維持することは、労働生産性の大幅な上

昇がなければ困難であり、日本の経済活動は長期的に見て規模縮小となる可能性が高い。ま

た、世代間扶養を原則とする社会保障も現役世代が縮小する中で動揺する。したがって、労働

力確保、社会保障システムの維持のためには、①高齢者雇用の拡大、②一層の女性の社会

進出の促進、③少子化対策、が必要となる、④さらに外国人労働者問題も本格的な検討が必

要となるが、当報告書においては、出生率上昇のための政策について提言する。

３) なお、出生率の回復を目指す政策を今発動したとしても、その効果は２１世紀の第２四半期（２

０２５～２０５０年）に生産人口の回復として現れる。２１世紀の第１四半期（２０００～２０２５年）

については、現在のゼロ歳児が２５歳になることからも理解されるように、２１世紀第１四半期

の生産人口の供給は人口学的にはすでに決着してしまっている。この四半期には、着実に進

行する高齢化のなかで年金、医療システムをどのように再構築するか、介護保険をどのように

成功させるかが鍵であり、この時期に現役世代に多大な負担を残せば現役世代の保育能力を

低下させ、２１世紀第２四半期の生産人口の回復を困難なものとしよう。注意しなければならな

いことは、現在の０～１９歳人口（今後の出生の基礎となる世代）が現在の２０～３９歳（今の出

生の基盤）に比べてすでに７００万人少ないことである。つまり、今のままの出生率でも、さらに
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２１世紀第１四半期には出生数は減少する。したがって、今のうちに本格的な出生率回復戦略

を採る必要がある。

４) まず、出生数、出生率、合計特殊出生率の推移を見る。

主要な人口統計

　 １９４９年 ５９年 ６９年 ７９年 ８９年 ９７年

総人口（１０００万人） ８．２ ９．３ １０．２ １１．５ １２．２ １２．５

出生率（人口１０００人当り） ３３．０ １７．５ １８．５ １４．２ １０．２ ９．５

出生数（万人） ２７０ １６３ １８９ １６４ １２５ １１９

合計特殊出生率（人） ４．３２ ２．０４ ２．１３ １．７７ １．５７ １．３９

１９４９年（昭和２４年）は戦後のベビーブームのピークであり、２７０万の出生数を記録した。６９

～７３年は、戦後のベビーブーマーが結婚適齢期を迎えたため第２次ベビーブームとなり、そ

の後出生数は低下の一途をたどっている。近年は年間１２０万の出生数のレベルにある。出生

率を問題にするとき人々が注目する指標として、合計特殊出生率がある。単純化した説明をす

ると、女性が一生の間に何人の子供を生むかということである。合計特殊出生率は、１９７５年

に２を割り込み、８９年に１．５７，さらに９９年には１．３4 にまで低下している。下表は主要国の

合計特殊出生率を比較したものである。日本は、最低のレベルにある。日本では、「家族は健

全に再生産されてはいない」。「将来の日本の国力はどうなるのか。世代間扶養を前提とする

社会保障制度はどうなるのか。」少子化対策が社会問題として表面化してきている。

主要国の合計特殊出生率

日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ スウェーデン

１．３４ ２．０３ １．７３ １．７２ １．３２ １．６１

（９９年） （９６年） （９６年） （９６年） （９６年） （９６年）

（注）ドイツの数値は西ドイツ、東ドイツ合計の数値である。

５) 近年注目を集めている合計特殊出生率について正確に説明する。単純化のために、各年齢毎

に女性が１０００人ずついると仮定し、各年代での今年の出生数の平均は以下の通りだとす

る。

１５～１９歳 平均出生数 ２０件
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２０～２９歳 平均出生数 ６０件

３０～３９歳 平均出生数 ５０件

４０～４９歳 平均出生数 １０件

（注）ここでは、１５～４９歳の女性総数は１０００×３５＝３５０００

今年の出生数

（５×２０）＋（１０×６０）＋（１０×５０）＋（１０×１０）＝１３００

女性１０００人当たり出生数　１３００÷３５０００×１０００＝３７．１（人）

全人口にしめる１５～４９歳の女性の割合は日本では２４％なので、人口１０００人当たり出生

数に換算すると８．９人となる。

しかしこの指標は、物事を直観的に理解するためには分かりにくい。そこで、ある一つの仮定を

加える。「仮に女性が一生の間に今年の年齢別出生率の通りに子供を生むと仮定するならば、

何人になるのか。」

上述の例でいえば、同じ女性１０００人が１５歳から４９歳の間に１３００人の子供を産んだと考

える。すると、１３００（人）÷１０００（人）で合計特殊出生率は１．３人となる。この合計特殊出生

率は以下のように分解できる。

（２０×５）／１０００ ＋（６０×１０）／１０００ ＋（５０×１０）／１０００ ＋（１０×１０）／１０００

（１５～１９歳の出生率） ＋（２０～２９歳の出生率） ＋（３０～３９歳の出生率） ＋（４０～４９歳の出生率）

つまり、女性の各年代別、１年間の出生率の合計が合計特殊出生率となる。したがって、日本

の合計特殊出生率低下の理由を分析するためには、女性の各年齢別の出生率の動き等に注

目する必要がある。下表は年齢別出生率及び有配偶出生率の推移である。

年齢別出生率の推移（人口１０００人当たり）

１９７０（Ａ） ７５ ８０ ８５ ９０ ９５（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

２０～２４歳 ９６．５ １０７．０ ７７．１ ６１．７ ４４．８ ４０．４ －５６．１

２５～２９歳 ２０９．２ １９０．１ １８１．５ １７８．４ １３９．８ １１７．６ －９１．６

３０～３４歳 ８６．０ ６９．６ ７３．１ ８４．９ ９３．２ ９３．５ ７．５

３５～３９歳 １９．８ １５．０ １２．９ １７．７ ２０．８ ２６．２ ６．４

４０～４４歳 ２．７ ２．１ １．７ １．８ ２．４ ３．０ ０．３

（出所）厚生省「人口動態統計」
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有配偶出生率の推移（人口１０００人当たり）

１９７０（Ａ） ７５ ８０ ８５ ９０ ９５（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

２０～２４歳 ３４８．４ ３５３．１ ３５２．１ ３４４．７ ３３１．９ ３２０．６ －２７．８

２５～２９歳 ２６０．５ ２４４．３ ２４３．６ ２６３．５ ２４３．１ ２３７．１ －２３．４

３０～３４歳 ９５．７ ７７．５ ８３．１ ９８．６ １１２．７ １２２．４ ２６．７

３５～３９歳 ２２．１ １６．６ １４．３ ２０．０ ２３．８ ３０．９ ８．８

４０～４４歳 ３．１ ２．４ １．９ ２．０ ２．８ ３．５ ０．４

（出所）厚生省「人口動態統計」

６) 有配偶女性の年齢別出生率に大きな変化がない中で、２０～２９歳女性の年齢別出生率が急

激に低下して、日本の合計特殊出生率が大幅に低下している。したがって、日本の合計特殊

出生率低下の理由としては、まず女性の初婚年齢が上昇していることが考えられる。

７) 結婚年齢についてはどのように考えていけばよいのであろうか。下表に示すように、男女とも

高学歴化が進行している。

（％）

１９６５年 ７５年（Ａ） ８５年 ９５年 ９８年（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

男性 ３１ ４６ ４５ ５１ ５６ （１０）

女性 １３ ３４ ３７ ５３ ５５ （２１）

（注）男性は大学・大学院への進学率、女性は短大・大学・大学院への進学率。

また、女性の社会進出が女性の初婚平均年齢を引き上げることも世界的に見て共通の事象で

ある。

初婚年齢の変化幅（Ａ）（歳）

（１９７０～１９９５）

女性の労働化率の変化幅（Ｂ）（％）

（１９７０～１９９５）

日本 ２．１ ２１．２

アメリカ ３．４ ２８．１

フランス ４．３ ３１．６

ドイツ ４．２ ２４．０

スウェーデン ４．７ ３０．４

イギリス ３．８ ２８．７

（注）米国のＡは７０～９０年、Ｂは７０～９１年、ドイツのＡは７０～９４年、スウェーデンのＡは７０～９４年、

イギリスのＡは７０～９３年、Ｂは７０～９３年。

日本の平均初婚年齢上昇の理由としては、まず、女性の高学歴化、社会進出が考えられる。
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８) 下図は日本の実質成長率と、平均初婚年齢の推移を示したものである。日本の平均初婚年齢

は、７３年のオイルショックにより成長率が大幅に低下した時点で上昇トレンドに入っている。

「いつ結婚するか」等については、心理学、社会学のテーマであろうが、経済成長率が大幅に

減速した後で、平均初婚年齢が着実に上昇していることは、そのかなりの部分が経済的要因

であることが推察される。例を挙げると、「将来の所得の増加があまり期待できないとするなら

ば、結婚して子供を持つことはリスクである」等々である。

成長率と平均初婚年齢

平均初婚年齢
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（前年比％）

９) 平均初婚年齢の上昇は晩婚化とも呼ばれているが、逆の見方をすれば未婚比率の上昇とも

言えよう。下表は、年齢別女子の未婚率の推移を示したものである。高学歴化の進行により、
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２０代前半の女性の多くは独身でいると考えられる。したがって、２５～２９歳、３０～３４歳のゾ

ーンに注目した。２５～２９歳女子の未婚率は７０年の１８％から９５年には４８％へ、３０～３４

歳女子の未婚率は７０年の７％から９５年には２０％へと上昇し、その結果、全体の未婚率は８

０年２０．９％から９５年に２４％へと上昇している。

未婚率の推移（女子）

(単位 : %)

年齢層 １９５５年 ６０ ６５ ７０ ７５ ８０ ８５ ９０ ９５

２５～２９ 21 22 19 18 21 24 31 40 48

３０～３４ 8 9 9 7 8 9 10 14 20

３５～３９ 4 6 7 6 5 6 7 8 10

全体の未婚率 20.9 21.7 23.4 24.0

全体の婚姻率 64.0 62.5 60.4 59.1

（出所）厚生省

１０) つまり、日本の合計特殊出生率低下の主な要因は既婚女性の出生数の減少ではなく、晩婚化、

未婚率の上昇である。では、結婚に対して人々はどのような意識を持っているのであろうか。ま

ず、基本的なアンケート結果を見る。

未婚男女の結婚の意志

(単位 : %)

男 女

８２年 ８７ ９２ ９７ ８２年 ８７ ９２ ９７

いずれ結婚するつもり ９５．９ ９１．８ ９０．０ ８５．９ ９４．２ ９２．９ ９０．２ ８９．１

ある程度の年齢までに

は結婚するつもり
－ ６０．４ ５２．８ ４８．６ － ５４．１ ４９．２ ４２．９

理想的な相手が見つ

かるまでは結婚しなく

ても構わない

－ ３７．５ ４５．５ ５０．１ － ４４．５ ４９．６ ５６．１

一生結婚するつもりはない ２．３ ４．５ ４．９ ６．３ ４．１ ４．６ ５．２ ４．９

（注）全国の１８～３５歳未満の未婚男女を対象とした調査

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」

まず、男女とも基本的には結婚する意志はある。ただ、平均初婚年齢が上昇しているなかで、

「理想的な相手が見つかるまでは結婚しなくても構わない」と答える人が増えている。
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さらに、同じアンケートで独身の理由について質問すると、２５～３４歳の男女は、以下のような

回答をしている（９７年調査、３つまで選択可）。

① 適当な相手に巡り会わない ４９％

② 必要性を感じない ３４％

③ 自由や気楽さを失いたくない ３４％

④ 趣味や娯楽を楽しみたい ２０％

⑤ 結婚資金が足りない １８％

⑥ 仕事に打ち込むたい １４％

⑦ 異性とうまくつきあえない 　９％

この答えには、生活に追われている感はどこにもなく、現在の生活にある程度満足し、理想の

人が訪れることを待っている姿が伺われる。

さらに、二つのアンケート結果を加えると、一つのイメージができあがる。

仕事を持つ未婚女性の親との同居率

(単位 : %)

１９７５年 ８６年 ９６年

２０～２４歳 ７０．８ ８０．０ ８３．６

２５～２９歳 ６８．５ ７７．６ ７９．５

３０～３４歳 ５３．２ ６７．２ ６９．３

（出所）厚生省「国民生活基礎調査」

結婚において重視する項目

ここでは、１８～３５歳未満の未婚者へのアンケートで「いずれ結婚するつもり」と答えた人の

答えで男女間に大きな格差があった項目を示す（重視は「重視する」＋「考慮する」である）。

(単位 : %)

男（Ａ） 女（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

相手の学歴 ２３．５ ４９．７ （２６．２）

相手の職業 ３５．８ ７７．９ （４２．１）

相手の経済力 ３０．２ ９０．９ （６０．７）

相手の親との同居 ５７．８ ７８．９ （２１．１）

（出所）第１１回出生動向基本調査

仕事を持つ大半の未婚の女性が自宅から通勤し、親に頼って自分の生活水準を高く維持して
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いること、結婚に関しては相手のポテンシャル、経済力に注目し、自分の現在の生活水準を出

来ることなら維持したいと考えていることが推察される。つまり、愛情も重要であるが、自分の

生活水準を維持あるいは上昇できるかと言うこともやはり重要なのである。しかし、９０年代の

日本は長期に渡る不況を経験した。「うまい話は十分にはなく」その結果、「理想の相手が見つ

かるまでは結婚しなくても構わない」という回答が多くを占めるようになったのではないだろうか。

まさに、東京学芸大学山田昌弘助教授の「パラサイト・シングル」仮説である。「パラサイト・シン

グル仮説」を女性に焦点を絞って説明するならば、三大経済圏を中心に親元から通勤しつつ、

両親から経済的支援、家事面での支援を受け、現在の生活に満足し、結婚願望を持っている

若い女性たちである。彼女たちは、別に強いキャリアウーマン指向もなく、結婚によって現状の

生活水準を落とすことなく、幸せな生活を運んでくれる相手を求めている。しかし、減速経済の

中で結婚に躊躇しているのである。昔なら両親は貧しく、自立が求められたが、今の両親は高

度成長を支えてきた豊かな世代であり、子どもたちに強く自立を求めない。豊かな両親にパラ

サイト（寄生）することは、悪くない考えである。このことは、「出会いから結婚までの年数」が８７

年の妻２．５年から９７年妻３．４年へと上昇していることからも明らかなように、女性たちの結

婚への決断の長期化を招いている。

１１) 山田助教授のパラサイト・シングル仮説を承認した場合、初婚平均年齢の引き下げ戦略は、か

なり困難となる。パラサイト・シングルは、真冬の夜「ぬるいお風呂」に入っているようなもので

ある。お風呂はやがて冷え、両親は高齢化してしまう。入り続けていいとも思えないであろう。し

かし、外に出れば風邪を引くかもしれない。長期不況は終了した模様であるが、より鮮明な能

力主義の時代であり、大企業は倒産しないと言う常識は通用しない。確実な「白馬の騎士」は

それほど多くはない。時代は変わったとして、「未来は不確実であるが、自分の力で切り開く」と

覚悟すべきであろうが、結婚への意志決定が遅れ、時間だけが経過していくかもしれない。山

田氏は対応策として、個人の自立促進、奇手として親同居税の導入を主張しているが、現実性

は薄い。当報告書は、「結婚した若い夫婦の人生を生きやすいものとすること」が政策発動の

原点となるものと考える。

１２) 一方、既婚女性の出生数は、次表の通りである。
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１９７２年 ７７年 ８２年 ８７年 ９２年 ９７年

平均出生児数 ２．２０ ２．２３ ２．２３ ２．１９ ２．２１ ２．２１

平均理想の子供の数 ２．６１ ２．６２ ２．６７ ２．６４ ２．５３

（注１）平均出生児数：結婚後１５～１９年たった妻に対する調査

（注２）「理想の子供の数」：５０歳未満の妻に対するアンケート調査

（出所）「出生動向基本調査」、「生産力調査」

平均出生児数は、過去３０年間平均２．２と極めて安定した数値で推移している。つまり統計で

見る限り、日本の出生率の低下は、結婚した夫婦が持つ子供の数の減少によるものではなく、

未婚率の上昇が原因と判断できる。しかし、９７年の２．２１の意味は「１９７８年から８２年に結

婚した夫婦には現在平均で２．２１人の子供がいる」ことであり、８０年代後半から９０年代前半

に結婚した夫婦がどのような平均出生児数（完結出生児数とも呼ぶ）となるかは不透明な部分

がある。現在、４０代の夫婦の完結出生児数は現状のままであろうが、２０代、３０代の若夫婦

の将来の完結出生児数は予断を許さない。

９７年の完結出生児数の中身を妻の初婚年齢別にみると、以下のようになっている。

(単位 : 人)

１９～２０ ２１～２２ ２３～２４ ２５～２６ ２７～２８ ２９～３０ 平均

２．３５ ３．３４ ２．２１ ２．２４ ２．１５ １．７８ ２．２１

（出所）厚生省

つまり、妻の初婚年齢が高くなるに従い、完結出生児数は低下している。日本では、妻の初婚

年齢が一貫して上昇している。このため、安定している完結出生児数の今後については不安

が残るのである。

また、出生のポテンシャルも低下しているように思われる。下表は、結婚持続期間別平均理想

の子供数の推移である。

(単位 : 人)

７７ ８２ ８７ ９２ ９７

０～４年 ２．４２ ２．４９ ２．５１ ２．４０ ２．３３

５～９年 ２．５６ ２．６３ ２．６５ ２．６１ ２．４７

平均 ２．６１ ２．６２ ２．６７ ２．６４ ２．５３
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理想の子供数は、若い夫婦では低下傾向を示しており、若夫婦の潜在的な出生意欲の低下が

示唆されている。

１３) では、少子化対策としてどのような対策が必要なのだろうか。上表に見られるよう、完結出生児

数と理想とする子供の数との間にはギャップがある。この点について、厚生省「平成９年結婚と

出生・育児に関する基礎的調査」において、１８歳以上４０歳以下の男女に対し「様々な施策に

ついて実現されれば、理想の数だけ子供を持とうとするかどうか」を質問している。これは、少

子化対策としてどのような政策が必要かについて考える際のヒントとなろう。賛成との回答の比

率が高かった項目は以下の通りである。

　 ・子育てに理解のある職場環境の整備

　 ・保育園の充実

　 ・経済的支援（税負担の軽減と教育費の軽減）

　 ・住宅費用の支援

すなわち、経済的な支援と女性が保育と仕事を両立し得る環境整備が既婚女性が安定的な完

結出生児数を維持するために必要であることを示唆している。つまり、現在女性が安心して子

育てと仕事を両立できる環境が整っていないことが問題なのである。下表は、サラリーマンの

妻に占める働く妻の割合を示したものである。直近では働く妻の比率が専業主婦を上回ってい

るものと考えられている。とりわけ、若い家族では共稼ぎ比率は５０％を大幅に超えていると想

定され、少子化対策は女性の労働市場における処遇改善を必要としているのである。

妻と仕事

　 １９６５年 ７０年 ７５年 ８０年 ８５年 ９０年 ９５年

全有配偶者女性に占めるサラ

リーマンの妻の比率（％）
５６．７ ６０．９ － ６６．２ ７０．８ ７０．２ ７１．８

サラリーマン世帯の専業主婦

の数（万人）
７９７ ９０３ － １０９３ ９３１ ８７８ ９２５

サラリーマンの妻で専業主婦の

比率（％）
６６．１ ６２．０ － ５６．６ ５０．８ ４７．１ ４６．６

サラリーマンの妻で雇用者の比

率（％）
２０．７ ２４．７ － ３１．８ ３９．４ ４４．２ ４５．７

サラリーマンの妻で農林業、自

営、家族従業員の比率（％）
１２．９ １３．０ － １０．６ ８．６ ７．５ ６．０

（出所）「国民生活白書」（平成９年版）より

１４) 日本の女性の年齢別社会進出はＭパターンである。下図に見られるように、女性の社会進出
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比率は上昇しているが２５～３４歳のところで出産・子育てのために家庭にはいる。このような

Ｍパターンは他の先進国では見られない。
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これは、出生動向基本調査でも確認できる。下表は、結婚持続期間別妻のライフコースの分布

を、人口集中地区すなわち大都市で見たものである。

（単位：％）

０～４年（Ａ） ５～９ １０～１４ １５～１９（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

一貫就業コース ３７．１ ２４．６ １９．２ １８．４ －１８．７

専業主婦コース ５５．７ ５５．８ ４２．５ ３４．１ －２１．６

再就職コース ２．５ １３．６ ３０．７ ３７．９ ３５．４

現在の日本では、結婚し子育てが開始されると、多くの女性は家庭に入り、専業主婦となる。

そして、子供が成長するに従い住宅ローンの返済、教育費を賄うため、典型的にはパートタイ

マー主婦となって労働市場に再び登場してくる。結婚しても一貫して働き続けることは困難であ

り、結婚後１５～１９年経過すると、再就職コースのパターンを取る主婦の比率が一番高くなる。

子育てにはコストがかかる。しかし、日本では主婦はチープレーバーとして、位置付けられてい

る。

１５) 下表は、未婚女性の理想と予定のライフ・コースを質問したものである。
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（単位：％）

理想のライフ・コース 予定のライフ・コース

８７ ９２ ９７（Ａ） ８７ ９２ ９７（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

非婚就業 ３．７ ３．３ ４．４ ７．１ ９．５ ９．３ ４．９

結婚子供なし

（ＤＩＮＫＳ）
２．５ ４．１ ４．４ １．４ ２．６ ３．０ －１．４

両立 １８．５ １９．３ ２７．２ １５．３ １４．７ １５．５ －１１．７

再就職 ３１．１ ２９．７ ３４．３ ４２．２ ４５．８ ４２．９ ８．６

専業主婦 ３３．６ ３２．５ ２０．６ ２３．９ １９．２ １７．７ －２．９

（出所）平成９年出生動向基本調査

まず第１の特色は、専業主婦を理想あるいは予定とするライフ・コースが一貫して低下している

ことである。つまり、今の未婚の女性たちが専業主婦として生きていく可能性は、様々な理由に

より低下したと判断される。それに代わって、「仕事も家庭も両立させていきたい」、「育児にめ

どが立ったら再就職する」というコースのウェイトが上昇している。少子化対策として注目せざる

を得ないのは、９７年の理想と予定のギャップ（（Ｂ）－（Ａ））である。本人たちの理想は両立で

あるが、実際は再就職だろうと考えている点が注目される。その背後には仕事と子育てを両立

させてくれない社会環境がある。一方、女性の動きを男性も承認している。男性の期待する妻

のライフ・コースは以下の通りであり、未婚の男性も女性が働くことを望んでいる。男性側から

見ても、経済的に見て専業主婦を抱えることは困難になりつつある。

　　（単位：％） １９８７年 ９２年 ９７年

両立 １１ １１ １７

再就職 ３８ ４４ ４３

専業主婦 ３８ ３０ ２１

１６) 最後に、最近の公的部門によるアンケートの結果、９９年２月調査「少子化に関する世論調査」

（総理府）で、人々の考え方を要約しておこう。

① 「結婚したら子供を持つべきだ」・・・・・・・「そう思う」と答えた人の比率

（単位：％） 男性 女性

２０～２９歳 ７９．１ ７１．９

３０～３９歳 ８２．４ ７１．５
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② 「３歳ぐらいまでの日中は、どこで子育てするのがよいか」・・・・・・・「主に家庭（自宅）が良

い」と答えた人の比率

（単位：％） 男性 女性

２０～２９歳 ７０．９ ７１．９

３０～３９歳 ７１．４ ６５．５

既婚 ８１．７ ８１．５

未婚 ６６．９ ６８．７

子供有り ３歳未満 ７１．７ ７０．９

３歳～小学校前 ７５．８ ６８．７

③ 「子育て期における賃金やポストなどの処遇」・・・・・・・「賃金やポストより、育児に使える時

間を優先する」（「確保する」+「優先する」）と答えた人の比率

（単位：％） 男性 女性

２０～２９歳 ６２．３ ８６．４

３０～３９歳 ６１．３ ９２．９

④ 「保育所等の子育て支援サービスの利用に於いて重視すること」（女性の回答の場合）

（単位：％）
質が高いこと 必要な時間帯に

利用できること

利用できる場所が

便利であること

全体平均 ３６．５ ３５．６ １２．４

⑤ 「子育ての経済的負担に対して、社会的支援を行うこと」・・・・・・・「行うべきだ」と答えた人の

比率

（単位：％） 男性 女性

２０～２９歳 ７９．１ ８２．８

３０～３９歳 ８２．８ ８８．１

３歳未満の幼児有り ８４．８ ９３．９
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⑥ 「どのような支援が必要か」についての答え

（単位：％）
子育て中に夫婦がとも

に働ける環境の整備

子育て世帯の

税負担の軽減

児童手当などの現

金給付の充実

（男性） ２０～２９歳 ２５．９ ４５．４ ２８．２

３０～３９歳 ３０．３ ３９．９ ２９．３

（女性） ２０～２９歳 ３４．４ ３８．３ ２５．１

３０～３９歳 ３４．６ ３０．１ ３４．３

⑦ 「少子化対策の基本戦略について」の答え

（単位：％）
結婚・出産

そのものを奨励

結婚・出産を阻む

社会経済、心理的

要因を取り除く

個人の問題なので

何もするべきではない

（男性） ２０～２９歳 １９．１ ５４．５ １８．６

３０～３９歳 １５．０ ６３．９ １５．０

（男性全体平均） ２０．１ ５５．３ １６．０

（女性） ２０～２９歳 １３．１ ６３．３ １４．０

３０～３９歳 １３．０ ６９．５ １１．６

（女性全体平均） １７．３ ５８．１ １２．８

つまり、７割以上の２０～３９歳の男女は結婚したら子供を持つべきだと考えており、子供が小

さいうちは出来ることなら家庭で、特に女性の場合は仕事を犠牲にしても、育児をすべきと考え

ている。社会は育児に対して、社会的支援をすべきであり、その内容は、子育て中の夫婦がと

もに働ける環境整備と経済的支援からなる。注意すべきことは、保育所については利用時間

帯をもう少しフレキシブルにすべきと考えている人が多いことである。保育は自宅でとの考え方

が強いが、一方で夫婦共稼ぎで働ける環境も必要との答えも有力であり、人々の心がまだ伝

統的価値観と現実の間で定まっていないことを示している。しかし、将来の生産人口の急減を

考えれば、女性の社会進出と育児の両立が必要であろう。

１７) したがって、２０００年１月に発表された読売新聞のアンケートが一つの答えを出しているものと

判断する。

「次の項目は政府が現在検討している少子化政策の主な内容です。この中で、あなたが特に重点

的に取り組むべきだと思うものがあればいくつでも上げて下さい。」
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① 出産や子育てで退職した人が再就職しやすくする ５２．０

② 延長保育や休日保育などのサービスを充実する ４２．２

③ 育児休業制度を充実する ４１．８

④ 児童手当を増やすなど子育ての経済的支援を拡充する ３５．６

⑤ 保育所を増やす ３０．０

⑥ 在宅勤務や短時間勤務など柔軟な勤務形態を定着させる ２９．６

⑦ 事業所内の託児施設設置への助成制度を充実させる ２７．２

１８) なお、下図は女性指標と合計特殊出生率をプロットしたものである。女性指標とは、経済企画

庁の作成した「女性の働きやすさ」を示す指標であり、①男性に対する管理的職業従事者比率、

②男女賃金格差、③労働力人口に占める女性の割合、④男女間失業率格差、⑤女性の（３０

～３４歳労働力率）／（２０～２４歳労働力率）（出産、子育てで社会から一回離れるか否かを示

す）等よりなる。図から、女性の働きやすさが保障されている国では概して出生率も高いことが

分かる。したがって、少子化対策としては、女性の「結婚しても仕事も家庭も両立させたい」とい

う願いを可能とする社会環境を整備することであり、①保育所支援、②育児にかかわる経済支

援、③子育てに理解のある職場環境の整備、が必要と考える。
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IIIIIIIIIIII．．．．    家族に対する優遇政策家族に対する優遇政策家族に対する優遇政策家族に対する優遇政策

Ⅱ章では少子化の現状とその要因について分析した。ここから引き出される対応策は、①保育

所支援、②育児に関わる経済支援、③子育てに理解のある職場環境の整備である。Ⅲ章では、結

婚を独身より経済的にプラスとし、出産・子育てが経済的につらくない状況とするために、税制等を

どのように変更すべきかを論ずる。Ⅳ章では子育て中の女性に対する保育所支援の在り方につい

て提案する。そして、Ⅴ章では、家族にとって family-friendly-employmentとは何かについて、オラン

ダの事例を紹介する。

８０年代以降の日本経済の大きな特徴は女性の社会進出である。この流れは以下の二つの要

因により、もはや止められないものと考えている。①第一次石油ショック以降の低成長の結果、中

産階級としての生活水準を維持するために主婦が労働市場に参入している。したがって、主婦の、

より収入を得たいという動きに制度的阻害要因があってはならないと考える。②下表に見られるよう、

「女性は家にいるもの」との社会常識は消滅したと考える。したがって政策発動としては、税制、社

会保険制度面で明確に、独身より結婚（「家族」）を優遇する。かつ、専業主婦を持つ家族を基準に

するのではなく、「夫婦共稼ぎで中産階級としての生活、二人の子供の育児がなるべく無理なく出来

る」制度改革が必要と考える。

９７年出生動向基本調査「結婚・家族に対する質問」に対する妻の回答

（単位：％）

賛成（Ａ） 反対（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

生涯を独身で過ごすのは望ましい生き方ではない ５１ ３８ １３

結婚前でも愛情があるなら性交渉を持っても構わない ８５ １２ ７３

男女が一緒に暮らすのならば結婚すべきである ７０ ２１ ４９

結婚したら子供は持つべきである ７７ １３ ６４

結婚したら、夫は外で働き妻は家庭を守るべきだ ３３ ６６ －３３

結婚したら、家庭のために自分の個性や生き方を半分犠

牲にするのは当然だ
３５ ６３ －２８

結婚しても、人生には家族とは別の自分だけの目標を持つ

べきである
８３ １６ ６７

結婚したら、性格の不一致くらいで別れるべきではない ５０ ４８ ２

（注）２０代、３０代の妻の平均回答

共稼ぎ夫婦の比率が今後とも上昇していくことを前提に少子化対策として税制対応を考える場

合は、二つのケースが考えられる。一つは夫婦二人がフルタイムで働いているケースであり、も
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う一つは結婚、子育てで会社を辞めたが育児に目途が付くに連れて、もう一回社会に出て来る

パートタイマー主婦のケースである。パートタイマー主婦の多くは、育児にコストがかかる家計を

サポートする目的で労働市場に参入している。このパートタイマー主婦がより多くの収入を得る

ことに対して、「１０３万円の壁」が阻害要因になっていると言われている。すなわち、配偶者控除

論争である。はじめに配偶者控除及び特別配偶者控除について説明する。

１） 夫の配偶者控除 ３８万円夫の所得から控除できる。

要件：妻の所得が３８万円以下であれば、夫の所得から３８万円控除できる。

妻の所得（３８）＝年収（１０３）－サラリーマン控除（６５）・・・・・・・・・①

妻の年収が１０３万円以下ならば、妻の所得が３８万円以下となり、夫に配偶者控除が適用さ

れる。

年収（１０３万円）の時の主婦への課税はサラリーマン控除、基礎控除があるため、所得はゼロ

となる。

１０３―６５－基礎控除（３８）＝課税所得（０）

課税所得がないから妻の所得税ゼロ、かつ夫が配偶者控除枠３８万円を使用出来る。

２） 夫の配偶者特別控除 ３８万円（夫の所得が１０００万円以下の場合）

i） 配偶者控除対象者（年収１０３万円以下の主婦）の場合の控除額・・・・・・「３８万円―（妻の

所得）」・・・・・・・・・②（所得は５万円の整数倍とし、５万円未満は切り捨て）

①及び②式から、妻の年収が７０万円未満の場合、妻の所得はゼロとなる（例、６９－６５＝

４（妻の所得）、しかし５万円の整数倍で切り捨てであるから所得ゼロとなる）。したがって、

妻の年収が７０万円未満の時は、夫には特別配偶者控除３８万円が全て手にはいる。つま

り、年収７０万円未満の妻のいる夫は配偶者控除（３８万円）＋配偶者特別控除（３８万円）

＝７６万円が所得控除枠となる。そして、パートタイマー主婦の年収の増加に合わせて配偶

者特別控除枠は減少し、年収が１０３万円になると、所得が３８万円となるため②式より配

偶者特別控除がなくなり、夫には配偶者控除の３８万円のみとなる。

ii） 配偶者控除対象者以外（年収１０３万円を越す主婦）の配偶者特別控除枠の計算式は、

「３８万円－（所得－３８万円）」＝「７６万円－（所得）」（所得は５万円の整数倍とし、５万円

未満は切り捨て）
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年収１４１万円－サラリーマン控除（６５万円）＝所得７６万円・・・・・・・・・③

したがって、③式より年収１４１万円以上のパートタイマー主婦の場合、夫の配偶者特別控

除はゼロとなり、かつ配偶者控除もない。

この配偶者控除と特別配偶者控除の関係を図に示すと以下のようになる。つまり、パートタ

イマー主婦の年収が７０万円未満までは夫の控除枠７６万円、妻の年収１０３万円で夫の控

除枠３６万円、妻の年収が１４１万円に近づくにつれ、夫の控除枠が減少し、妻の年収が１４

１万円以上となると夫の控除枠はゼロとなる。つまり、妻の努力が夫の可処分所得を減少さ

せる結果となっている。

７６万円

特別配偶者控除

（３８万円）

配偶者控除

（３８万円）

７０万円 １０３万円 １４１万円

妻の年収

夫
の
配
偶
者
控
除

０

（注）配偶者特別控除は５万円刻みで計算されるが、図では無視した。

３） 配偶者控除、配偶者特別控除に妻の所得税を合わせて考慮すると（夫の課税所得１０００万円

以下）、

i） 妻の年収７０万円未満

夫は、配偶者控除（３８万円）と配偶者特別控除（３８万円）、合計７６万円の所得控除あり

妻の所得税はゼロ

ii） 妻の年収７０万円以上１０３万円以下

夫の所得控除は、３８＋［３８－（年収－６５）］

　 １４１－（年収）（夫の控除枠は７１－３８万円の範囲となる）

妻の課税所得はゼロ、したがって所得税もゼロ。

年収（１０３万円）－サラリーマン控除（６５万円）－基礎控除（３８万円）＝０
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iii） 妻の年収１０３万円以上１４１万円以下

夫の所得控除は、３８－［（年収－６５）－３８］

１４１－（年収）（夫の控除枠は３８－０万円の範囲となる）

妻の所得税

妻の年収１０３万円を超す部分に１０％の所得課税。

４） パートタイマー主婦にとっての年収１０３万円の壁の意味は、以下のようなものである。

 夫の所得控除として配偶者控除の３８万円がフルに享受できる

 妻の所得税はゼロ

 会社の配偶者手当て支給の要件として、妻の所得税ゼロ（すなわち夫が配偶者控除あり）

としているケースが多い（妻の毎月のパート収入が８．６万円（８．６×１２＝１０３）なら会社

の配偶者手当３万円、妻の毎月のパート収入９万円（９×１２＝１０８）なら３万円カットでは

働く気にならない）。

 妻の年収が１３０万円を超し企業に常時雇用されているとみなされると、健康保険、厚生年

金保険料支払い義務が生じる（年収１３０万円未満の妻は夫の会社の健康保険が利用でき、

基礎年金は自分が支払うことなしに６５歳以降、夫と同額の給付が受けられる。したがって、

保険料支払いは妻にとって何の価値ももたらさないことであるにもかかわらず、年収が１３０

万円を超すと手取が減少する）。

５） したがって、妻が一家の生活を支えるために働きに出た場合、何となく「１０３万円の壁」が生じ

る。税、保険、そして会社側の賃金体系が妻の労働意欲に対してマイナスに作用する。では、

具体的なイメージを例示しよう（ここでは、税だけで分析する）。夫は、年収７００万円、社会保

険控除５０，給与所得控除１９０，基礎控除３８，課税所得４２２万円とする。

i） 妻が完全に専業主婦（年収ゼロ）

夫の課税所得４２２－７６（２つの控除の合計）＝３４６

３３０万円まで１０％（税率）、残りの１６万円には２０％なので所得税は３６．２万円

したがって夫婦の可処分所得合計は、７００－５０（社会保険料）－３６．２（所得税）＝６１３．

８（万円）

ii） 妻が年収６５万円のパートタイマー主婦の時
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夫の課税所得４２２－７６＝３４６、所得税３６．２万円

妻の税引収入６５万円

したがって夫婦の可処分所得は、７００－５０－３６．２＋６５＝６７８．８（万円）

iii） 妻が年収１０３万円のパートタイマー主婦の時

夫の課税所得４２２－３８＝３８４、所得税４３．８万円

妻の税引収入１０３万円

したがって夫婦の可処分所得は、７００－５０－４３．８＋１０３＝７０９．２（万円）

iv） 妻が年収１４１万円のパートタイマー主婦の時

夫の課税所得４２２、所得税５１．４万円

妻の課税所得１４１－６５－３８＝３８、所得税３８×１０（％）＝３．８（万円）

妻の税引収入１４１－３．８＝１３７．２万円

したがって夫婦の可処分所得は、７００－５０－５１．４＋１３７．２＝７３５．８（万円）

v） 妻が年収２００万円のパートタイマー主婦の時

夫の課税所得４２２、所得税５１．４万円

妻の課税所得２００－６５－３８＝９７、所得税９７×１０（％）＝９．７（万円）

妻の税引収入２００－９．７＝１９０．３万円

したがって夫婦の可処分所得は、７００－５０－５１．４＋１９０．３＝７８８．９（万円）

ｉ）～ｖ）を整理すると、以下のようになる。

（単位：万円、％）

妻の年収 ６５ １０３ １４１ ２００

妻の年収増加（Ａ） ６５ ３８ ３８ ５９

夫婦の可処分所得増加（Ｂ） ６５ ３０．４ ２６．６ ５３．１

（Ｂ）／（Ａ）×１００ （１００） （８０） （７０） （９０）

配偶者控除、配偶者特別控除が妻の収入の増加に合わせて、夫の税引所得を減少させる力

となるため、主婦の年収増に対する夫婦の可処分所得増の比率が１４１万円に向けて低下す

る。その後は、妻の所得税率１０％分を引いた残りの増加で安定する（妻の課税所得３３０万円

まで）。配偶者控除の問題点は、妻が所得を増加させると夫の控除が減少し、夫の税引所得
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が減少することである。自分が努力しても配偶者控除がブレーキとなるため、家族全体の所得

がスムーズに増加しないのである。このような生きづらいシステムは廃止すべきである。さらに

主婦が１００万円以上の年収を得るに当たっての大きな障害としては、健康保険、厚生年金保

険料及び会社の家族手当制度がある。つまり、家計を助けるために働いても実質手取りが増

えないという税以外の社会環境がある。

６） 少子化対策として税制変更を考える前に、所得課税の課税単位としては何が適切であるかに

ついて、まず議論を整理しておくことが必要であろう。夫のみが働き、妻が全て専業主婦である

ならば、所得のある人間に課税する個人単位課税で問題はないはずである。そして、当然のこ

とながら、５００万円の年収がある独身と、妻と子供のいる５００万円の年収の夫を考えるなら

ば（５００万円まで所得税率１０％とする）、家族のある夫に所得控除枠を追加しようということ

になる。つまり、基礎控除１００万円とするならば、独身に対しての所得税は（５００－１００）×０．

１＝４０万円、家族のある夫には追加で特別控除１００万円を与えて（５００－２００）×０．１＝３

０万円の所得税とし、妻子のある家族の可処分所得を１０万円増加させ、家族の再生産を順調

なものとしようとの考えは自然である。

しかし専業主婦のウェイトが下がり、働く女性のウェイトが上昇していくと、個人単位課税とする

のか、あるいは夫婦合算課税とすべきか、の問題が発生する。事実認識として消費単位は家

庭である。夫が１０００万円の年収で妻が専業主婦、夫婦共稼ぎで１０００万円の両ケースにお

いても、夫婦で１０００万円の年収、夫婦と子供で一つの消費単位であるから、家族単位課税

が正しいとの考え方もある（子供がいる、いないの問題は、児童手当、あるいは扶養控除で解

決すればよい）。しかし、累進課税下では、夫婦合算課税は夫婦別産課税より重税となってし

まう。夫と妻の年収が５００万ずつのケースを考える（基礎控除なし、かつ所得５００～１０００万

円までの所得税率を２０％とする）。

　合算課税 ５００＋５００＝１０００

所得税　 ５００×０．１＋５００×０．２＝５０＋１００＝１５０万円

　別産課税　　　　　　　　　　 ５００×０．１×２＝１００万円

５０万円の差である。そこで調整が必要となり、夫婦合算分割課税となる。米国、ドイツでは２分

２乗方式が採用されている。

　５００＋５００＝１０００　　１０００÷２＝５００
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５００×０．１×２＝１００万円が夫婦の所得税額となり、夫婦別産課税のケースと変わらないこ

とになる。２分２乗以外の方式では、フランスが有名である。フランスでは人口政策への配慮が

あり、ｎ分ｎ乗方式となっている。すなわち極端に単純化すると、家族が３人なら、所得を３で割

って所得税計算を行い、それを３倍して所得税納付額を決定する。子供の数が増加するにした

がって、所得税納付額が減少していくのである。

７） 夫婦合算分割課税（例えば２分２乗法）の弱点は、独身に比べて結婚が優遇されることである。

８００万円の年収の夫（妻は専業主婦）と同じ年収の独身を比較する。

夫婦の場合は、２分２乗法であるから、

　８００÷２＝４００　　　４００×０．１×２＝８０万円

独身の場合は、

　５００×０．１＋３００×０．２＝５０＋６０＝１１０万円。

独身一人の家族と専業主婦のいる家族で、家族の年収は同じでありながら２分２乗法を採用

すると、所得税で３０万円の格差が生じてしまう。米国では、この問題を調整するため、２分２乗

法を採用しながらも税率表は、①個人単位課税を選択する既婚者用、②合算分割を採用する

既婚者用、③独身者用、④母子家庭等の単身世帯用の４つに別れている。

日本では少子化対策の都合上、政策的に独身より結婚を優遇することが必要であるため、２

分２乗法が独身を不利とすることは問題とはならない。しかし、２分２乗法は片稼ぎ世帯での年

収が多くなるほど別産課税より優遇される点は問題であろう。夫の年収１５００万円（所得１００

０～１５００万円の所得税率３０％とする）、妻は専業主婦の場合では、夫婦別産課税ならば、

　５００×０１．＋５００×０．２＋５００×０．３＝３００万円

２分２乗法を採用すると、

　１５００÷２＝７５０　　（５００×０．１＋２５０×０．２）×２＝２００万円

が所得税となり、税負担が１００万円も減少してしまう。さらに、夫と妻がともに５００万円の所得

の共稼ぎ夫婦と、夫が１０００万円の所得で妻が専業主婦の夫婦の比較が焦点となる。２分２

乗法の場合、夫婦の所得は合算され、それから人的控除、３８×２＝７６万円が控除され、下

表に見られるように両者の所得税が同額となる（ここでは所得５００万円まで所得税１０％、１０

００万円まで２０％とする）。
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夫婦共稼ぎ

（万円）

専業主婦の夫婦（ａ）

（万円）

（ａ）が別産の場合

（万円）

所得（Ａ） １０００ １０００ １０００

控除（Ｂ） ７６ ７６ ７６

（Ａ－Ｂ）＝（Ｃ） ９２４ ９２４ ９２４

（Ｃ）／２＝（Ｄ） ４６２ ４６２

２分２乗の所得税 ９２．４ ９２．４

（別産の所得税） （１３４．８）

共稼ぎの夫婦にとって世帯の収入が同じならば、夫が１０００万円の所得で妻が専業主婦の場

合と同じ所得税であるべきと理論的に説明されても納得できないであろう。

また、米国では確定申告制度であるが、わが国では源泉徴収制度が採用されており、もし日本

が米国のように２分２乗法を使用する場合は、夫婦の合計所得を企業が把握できず、年度末

の確定申告事務が煩雑となる。したがって、夫婦合算分割課税を日本が本格的に検討するに

は無理があると判断される。現実的な解決策は、現行制度（夫婦別産制）を前提にしつつ、税

技術で調整して家族が生きやすい環境を作ることであろう。

８） フランス、ドイツ、米国は合算分割課税を採用しているが、日本、英国、オーストラリア、カナダ、

イタリア、スウェーデン、オランダ等の国々は女性の社会進出が続いているなかで、夫婦別産

制が採用されている。ここでは、英国に注目する。英国では夫婦合算課税の時代が長く続いて

いた。夫婦が共稼ぎの場合、累進課税下では夫婦合算課税は夫婦にとって不利に働くが、夫

の配偶者控除を独身者の人的控除より大きくすることで事実上夫婦の税負担の増加は抑えら

れていたのである。しかし、女性の社会進出が増加する中で合算課税方式に動揺が起きた。１

９８６年のグリーン・ペーパーでは夫婦は課税上完全に平等になるべきだとして、完全な個人単

位課税、夫に認められる配偶者控除の廃止（代わって夫と妻に同額の基礎控除）を提案した。

そして、１９９０年英国は完全に個人単位課税に移行した。

１９８８年の３月に、ローソン蔵相は次のように述べている。

「行動をとるべき時が来た。したがって、私は、次の二つの目的を持って重要な所得税の改革
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を提案する。第一は、既婚女性に、租税の問題について他の全ての人々と同じプライバシーと

独立性を与えることである。第二は、税制が結婚に制裁を与えるようなやり方を終わらせること

である。私は４月の実際上可能なもっとも早い時期に、独立課税という完全に新しい制度を導

入することを決定した。この新しい制度の下では、夫と妻は、全ての種類の所得に対して独立

に課税される。全ての納税者は、男女、既婚・未婚の別なく、同じ人的控除を認められる。」

（内容）

１．夫婦は同額の基礎控除を持つ

２．夫には婚姻控除を認める（既得権を残す）

３．子の扶養控除はなく、児童手当

４．婚姻控除については夫婦間で譲渡することが出来る

５．年金も個別単位課税

英国では夫婦合算課税及び累進課税下での夫婦の税制上の不利益を、夫の配偶者控除を大

きくすることによって調整していたが、女性の社会進出が続くなかで「夫と妻は全ての種類の所

得に対して独立に課税される。全ての納税者は、男女、既婚、未婚の別なく同じ人的控除を認

められる」との個人単位課税に移行した。この時移行をスムーズなものとするために婚姻控除

を導入したのである。

日本でも女性の社会進出が続いており英国と同じ方向にある。女性の年収の増加に対して租

税が阻害要因とならないことが必要である。ただし、日本の原点は少子化対応である。したが

って、日本では英国で移行を円滑にするために登場した婚姻控除を、移行に伴う調整弁として

だけでなく、独身より結婚を優遇する人口政策からの視点も加えて導入する必要があろう。

９） イギリス税制に若干変更を加えて日本に導入することは十分可能である。ここでは、配偶者控

除と特別配偶者控除のパッケージを廃止して基礎控除（３８万円）と結婚控除（３８万円）のパッ

ケージに移行させるケースを示す。ここでは少子化対策が念頭にあるため、独身より結婚の方

を税制上優遇するのである（山田昌弘東京学芸大助教授はパラサイト・シングルに対する追い

出し税的な同居税を提案したが、結婚控除は結婚に対するインセンティブ税の性格を持つ）。

結婚控除を３８万円とし、基礎控除（妻分）も３８万円とすると、以下のような所得税計算となる

（前述の夫の年収７００万円のケース）。

i） 妻の年収がゼロ
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夫の課税所得４２２－３８（結婚控除）＝３８４万円、

所得税４３．８万円

したがって、夫婦の可処分所得は、７００－５０－４３．８＝６０６．２万円

ii） 妻の年収が１０３万円

夫の課税所得４２２－３８（結婚控除）＝３８４万円、所得税４３．８万円

妻の税引年収１０３万円

（１０３－６５（サラリーマン控除）－３８（基礎控除）＝０）

したがって、夫婦の可処分所得は、７０９．２万円

iii） 妻の年収が１４１万円

夫の課税所得４２２－３８（結婚控除）＝３８４万円、所得税４３．８万円

（結婚控除は有利な方から引く）

妻の税引収入は、１３７．２万円

したがって、夫婦の可処分所得は、７４３．４万円

iv） 妻の年収が２００万円

夫の所得税４３．８万円

妻の税引収入は、１９０．３万円

したがって、夫婦の可処分所得は、７９６．５万円

ｉ）～Iｖ）を整理すると、以下のようになる。

（単位：万円、％）

妻の年収 １０３ １４１ ２００

妻の年収増加（Ａ） １０３ ３８ ５９

夫婦の可処分所得増加（Ｂ） １０３ ３４．２ ５３．１

（Ｂ）／（Ａ）×１００ （１００） （９０） （９０）

以上のように、現状のケースに比べてスムージングが可能となり、妻の年収増加が現状よりス

トレートに夫婦の可処分所得の増加につながる。かつ、会社側は家族手当の要件を変更すれ

ばよい。今までは、「配偶者控除有り」を要件としていたが配偶者控除はなくなっており、結婚控

除をもって要件とするしかないはずである。このことにより、妻の収入が増加すると夫の家族手

当が減額されることはなくなろう。
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１０） 以上は、パートタイマー主婦を前提に話を進めたが、通常の共稼ぎ夫婦にとってもプラスはあ

る。通常の二人分の基礎控除に加えて、所得の多いパートナーサイドから結婚控除が所得控

除となり、二人が独身であったときよりも結婚した方が税制上優遇され、税制に明確な人口政

策が入ることとなる。夫と妻は全ての種類の所得に対して独立に課税され、同じ人的控除を持

つ。ただし結婚は独身より結婚控除の面で優遇されることとなる。このイギリス税制を若干修正

した改革案を現行の制度と控除額（除く扶養控除）で比較すると、以下のように整理できる。

結婚

専業主婦

１０００万円以下 １０００万円以上
共稼ぎ夫婦

独身

現行（Ａ）
基礎控除、配偶者控除

特別配偶者控除

基礎控除

配偶者控除

基礎控除

基礎控除
基礎控除

改革案（Ｂ）
基礎控除

結婚控除

基礎控除

結婚控除

基礎控除

基礎控除

結婚控除

基礎控除

（Ａ）－（Ｂ） －１ ０ ＋１ ０

英国を参考にした改革案と現行の税制との大きな違いは、共稼ぎ夫婦の方が一つ控除枠が増

え、夫の所得１０００万円未満の専業主婦のいる夫婦の控除枠が一つ減少することである。こ

の方式は、結婚した男女が共稼ぎを続けた場合は結婚控除分だけプラスとなるが、結婚して

女性が専業主婦となった場合は独身の時と控除枠が変わらない。これでは、独身より結婚が

優遇されるとは言えない。また既存の専業主婦のいる夫婦から控除枠を一つ削除することとな

り、社会的にも反発が予想される。必要なことは、①既得権を大きく侵害しない、②明確に独身

より結婚を税制上有利とする、③結婚後は専業主婦となるケースと共稼ぎとなるケースの双方

から納得できるルールとする、ことであろう。

そこで、当報告書は以下の提案を行う。結婚控除を３８×２＝７６万円とする。結婚控除は、夫

婦が家族を支え、子供を育てる努力に対して行われる結婚家族控除であり、所得制限はない。

したがって、結婚している夫婦全てに対して適用される。夫婦が結婚生活において、夫は仕事、

妻は育児と家事を担当するというケースでは働く夫に基礎控除３８万円が適用され、夫婦共稼

ぎの場合は夫と妻に基礎控除が各々３８万円ずつ適用される。結婚控除が独立に設定されて

いるため、妻が子育てに目途がついて再び社会復帰したとき、その所得の伸びが夫の税引所
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得を減少させるという現行のいわゆる「１０３万円の壁」は発生しない。また、現状で夫の基礎

控除、配偶者控除、特別配偶者控除合計で３８×３＝１１４（万円）の控除を受けている夫婦に

とっても控除枠は３つから２つ（結婚控除と夫の基礎控除）に減るが額は変わらない。哲学的に

は、内助の功に報いる配偶者控除の考え方ではなく、結婚し次の世代を育てていくことに対し

て、結婚控除を適用し、これとは別に働き収入を得る場合に基礎控除を適用するとの考え方で

ある（したがって、独身で収入のある人に対しては基礎控除のみが適用される）。このことによ

るメリットは、年収７００万円の男性と５００万円の女性が結婚した場合、以下のようになる。

（単位：万円、％）

独身男性 独身女性 共稼ぎの夫 共稼ぎの妻

年収 ７００ ５００

給与所得控除 １９０ １５４ 独身と同じ

給与所得 ５１０ ３４６

基礎控除 ３８ ３８ ３８＋７６＝１１４

課税所得 ４７２ ３０８ ３９６

所得税 ６１．４ ３０．８ ４６．２ ３０．８

所得税合計 ９２．２ ７７．０

すなわち、各々独身でいた場合に比べてこのケースにおいては結婚した場合、１５．２万円所

得税額が減少する。また、すでに結婚している共稼ぎ夫婦も上例と同じ所得の場合、１５．２万

円の減税となる（現行の所得税法は、共稼ぎの夫婦と独身の男女に対して同じ税制となってい

る）。妻が専業主婦である夫の所得が７００万円の場合、控除枠に変化はなく所得税額は４６．

２万円である。しかし、将来妻が働きに出たとき妻の収入増が夫の税引所得を減少させること

はなくなる。

１１） 次は税以上に大きな障害となっている健康保険と厚生年金保険料の問題となる。米国企業の

福利厚生制度では、多くの企業でフレックス・プランが採用されている。単純な例で説明すれば、

企業は従業員に対してＡ、Ｂ、Ｃの医療保険を提示する。保険料はＡ：１００円、Ｂ：２００円、Ｃ：

３００円である。保険料が高いほどカバーが広く、かつ自己負担も少ない給付体系となっている。

会社側は従業員に対してＡ、Ｂ、Ｃをメニューとして提示するが、会社負担は２００円と宣言する。

Ｘ氏は独身、Ｙ氏は既婚で子供が二人いる。両者とも給与は１０００円とする。Ｘ氏は健康に自

信もあり家族もいないのでＡを選択し、Ｙ氏は扶養家族が３人いるのでＣを選択したとする。
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Ｘ氏 Ｙ氏

会社負担 ２００ ２００

Ａを選択 １００

Ｃを選択 ３００

（＋）１００ （－）１００

給与 １０００ １０００

結果としての給与 １１００ ９００

 Ｘ氏は会社負担が２００円であるにもかかわらず、１００円の保険を購入したので差額の１０

０が現金給与に加えられて現金給与は１１００円となる。Ｙ氏は会社負担が２００円なのに３

００円の保険を購入したので、現金給与が９００円に減少した。

 通常の医療保険制度は企業拠出損金、従業員拠出所得控除、従業員が医療サービスを受

けたときも所得として認定しない方式がとられている。この時、企業側の医療保険が上記の

ように選択制となっていたとき、問題が発生する。Ｂを選択した場合は問題はない。Ａを購入

すれば、現金で受け取った１００円の税はどうなるのか。Ｃを購入した時は従業員の追加拠

出となるが、この拠出増はどうなるのか。米国内国歳入法１２５条はフレックス・プランを承

認し、Ａの時は１００を課税所得とし、Ｃの時は従業員の１００の追加拠出を所得控除とする

ことを認めている。フレックス・プランのエッセンスは、会社は従業員に対して適切な給与と

適切な医療保険のメニューを提示すると言うことである。従業員は自分と家族のことを考え、

自分にあった医療保険を購入すればよい。従業員には選択権が与えられ、会社側は医療

負担を２００で固定化することにより医療費コストの圧縮が可能となる。ここでは単純化のた

めに単一商品で説明したが、米国では会社側の提示する様々な福利厚生プランについて、

従業員が選択権を持つ。また、夫婦が共稼ぎの場合は、２つの会社の医療プランを夫婦で

再調整することが実際に行われている。

 日本での健康保険料拠出の問題については、米国内国歳入法のアイディアを利用すべきと

考える。米国的アイディアをストレートに表現するならば、「夫婦が働いていた場合、夫婦が

二人とも一方の健康保険組合に加入することを認める。そして、一方の配偶者が健康保険

組合への加入を辞退したときは、当人分の健康保険組合への企業拠出分を給与として現

金で受け取ることを認める（課税対象となる）」。前述の例でいえば、全く医療保険に拠出し
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ないのであるから、会社負担２００円を現金で受け取れるということである。このことにより通

常の共稼ぎ夫婦は可処分所得の増加となる。しかし、日本では会社負担の現金での受け

取りまでは不要であり、「夫婦が働いていた場合、夫婦は健康保険組合を一つにすることを

認める」だけでよいものと判断する。これにより、パートタイマー主婦は年収１３０万円を超え

ても健康保険料拠出義務がなくなる。

１２） 次が公的年金問題の処理である。３号被保険者（専業主婦）は現状では拠出なしで夫と同額

の基礎年金が認められている。この点に関して不平等との議論がある。不平等と主張する根

拠は、「働いていたら拠出せねばならないのに、専業主婦は拠出せずに基礎年金給付が受け

られるのはおかしい」という考え方であろう。この点に関して主要国の動向を見ると、米国では、

専業主婦に対しては夫の５０％、英国では６０％の給付となっている。保険方式を前提に考え

るならば、給付を受けるためには拠出すべきである。全ての主婦が働いているならば、拠出し

給付を受けることとなり、問題はない。しかし、全ての主婦は働いておらず、事実問題として専

業主婦はいるのである。一人で生きるのと二人で老後を生きるのでは生活費は異なる。一人よ

り夫婦二人の方が生活コストは高いのである。したがって、「働いていた夫婦は二人分の公的

年金で二人の老後を賄い、夫だけが働いていた夫婦は夫分だけの公的年金で生活せよ」と割

り切ることはできないので調整が必要となり、英米においても専業主婦は拠出していないが給

付が受けられる。このような調整が必要であるとの立場に立つならば、日本の問題点は、公的

年金が２階建て方式である国で比較してみて、英国では妻の基礎年金が夫の６０％であるの

に対して日本が１００％と高いことであり（公的年金財政健全化のためにも、夫の５０％に引き

下げるか否かは十分検討されるべきであろう）、「拠出していないのに給付を受けている」という

ことではないはずである。

１３） 日本での３号被保険者問題をもう少し細かく考えてみよう。サラリーマンの平均年収は約６００

万円であるから、Ａ氏の年収が６００万円のケースで考える（標準報酬額は６００÷１．３＝４６０

万円と考える）。Ａ氏の妻は専業主婦だとする。Ａ氏の厚生年金保険料拠出額は、４６０×０．１

７３５＝８０万円で、夫婦での拠出が４０万円、会社側の拠出が４０万円である。自営業者の場

合は、夫婦が各々基礎年金を得るためには二人で１３３００円×２×１２ヶ月＝約３２万円の年

間拠出が必要となる。このため、まず自営業者側から不満が出てくる。「自分たちは夫婦二人
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分の基礎年金を受け取るためには、妻も拠出する必要がある。それなのにサラリーマンは、妻

が拠出していないのに夫婦二人分の基礎年金をもらえるなんて不公平だ」という主張である。

しかし、上記二つのケースを比較してみると、

　 基礎年金用 更に夫婦で 会社が

自営業者の夫婦 ３２万円 － －

サラリーマンの夫婦 ３２万円 ８万円 ４０万円

基礎年金給付を二人分受けるために、自営業者夫婦は３２万円拠出している。サラリーマンで

あるＡ氏は妻は拠出していないが、自分で４０万円拠出している。これを夫婦で４０万円と見な

せば、自営業者の夫婦よりも８万円余分に拠出していることになる。この他に会社側の４０万円

の拠出がある。つまり、平均的なサラリーマン夫婦は自営業者より少なく負担しているのではな

い。すると、自営業者側から、自営業者には企業拠出分がなく不公平であるという考え方が出

てくる。米国では、公的年金（ソーシャル・セキュリティ）に対する拠出は、サラリーマンの場合、

労使折半で所得の１２．４％、自営業者も所得の１２．４％の負担である（ドイツ、スウェーデン

でも同様）。全ての人が率で負担し、サラリーマンの場合は労使折半である。しかし、日本は英

国公的年金システムと同様に、自営業者は定額、サラリーマンは定率と異なった拠出方法とな

っている。このため、平均的なサラリーマン夫婦の拠出は額で見れば少なくないのにもかかわ

らず、自営業者側から「サラリーマンの専業主婦はずるい」と言われてしまうのである。この問

題を明快にする手段はある。厚生年金保険への拠出を基礎年金と報酬比例部分に完全に分

断するのである。つまり、サラリーマンも夫婦で月１３３００×２＝２６６００円を基礎年金用に拠

出し、報酬比例部分には労使で収入の一定比率を拠出する。このように制度変更するならば、

「基礎年金は個々人が定額で拠出し、定額の給付を受ける」、報酬比例部分は労使の問題、と

はっきりし、３号被保険者問題はなくなる。しかし、これは制度の大変更であり、実現することは

極めて困難であろう。

１４） ３号被保険者問題は、夫婦がともにサラリーマンである家庭の妻からも生じる。この夫婦は夫

も妻も６００万円の年収があったと仮定しよう（標準報酬額は４６０万円）。Ａ氏と比較すると、以

下のようになる。
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　 夫婦で 会社が

専業主婦のいるサラリーマン夫婦 ４０万円 ４０万円

共稼ぎのサラリーマン夫婦 ８０万円 ８０万円

報酬比例部分の年金額は無視して基礎年金部分だけに注目すると、共稼ぎ夫婦は二倍の拠

出をしているにもかかわらず、基礎年金給付は専業主婦のいる夫婦と同じとなる。このため、

働く女性の専業主婦への批判が生じる。「専業主婦は働いていないのに受け取っている」。どこ

が不公平かを単純化して示すと、以下の通りである。ここでは、専業主婦のいる夫、共稼ぎの

夫婦各々との年収が同じと考える。

拠出 給付

専業主婦の夫婦 Ａ氏 　　　　　　　　 　基礎　＋　基礎　＋　報酬比例

共稼ぎ夫婦 Ｂ氏（夫） 　　　　　　　　 　基礎　＋　基礎　＋　報酬比例

Ｃ氏（妻） 　　　　　　　　 　基礎　＋　基礎　＋　報酬比例

　　　　　　　　 　報酬比例

夫婦でみると

　　　　　　　　

　基礎　＋　基礎　＋

　報酬比例

Ａ氏は厚生年金保険料を支払い、老後に二つの基礎年金と一つの報酬比例部分の年金を手

にする。Ｂ氏も、もし妻が専業主婦ならＡ氏と同じ額がもらえるはずである。Ｃ氏ももし夫が専業

主夫なら、Ａ氏と同じ額がもらえるはずである。しかし、共稼ぎ夫婦としてＢ氏、Ｃ氏が老後に受

け取ることができるのは、２つの基礎年金と２つの報酬比例であり、基礎年金を２つ損している

（上図の点線基礎部分）。現行制度での問題は、「専業主婦が支払っていないことだ」と言われ

ているが、見方を変えれば共稼ぎ夫婦が支払いすぎているとも言えよう。この問題は、年収１３

０万円を超すパートタイマー主婦のケースでも表面化する。年収１３０万円までならば、３号被

保険者であるため老後の基礎年金が保証されているのに、１３０万円を超えると厚生年金保険

料の支払い義務が生じ、収入を増加させようとすると手取が減少するというディスインセンティ

ブが働いてしまう。当報告書は、以下の立場をとる。定額で支払っているグループと定率で支

払っているグループの問題（所得比例部分と基礎年金の完全な分断）に手はつけない。定率で

支払っているグループ（サラリーマン）の中での不公平感やディスインセンティブの解消を目指

す。このように射程距離を短くし、①共稼ぎのサラリーマン夫婦の負担減、及び②サラリーマン
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の主婦が再び働きに出るとき収入をより増加したいというインセンティブに対する阻害要因の

排除、の二つをまず目指す。

１５） 結婚を優遇するとの立場から、専業主婦に対する現状の基礎年金の制度は残すべきと考える。

働く主婦を支援し、払いすぎの基礎年金分の保険料を調整するために、夫が２号被保険者（サ

ラリーマン）であった場合は、年収金額がある一定レベルを超えた妻は報酬比例部分のみの

拠出を行うことを認めることを提案する。したがって、共稼ぎ夫婦は、妻が報酬比例分のみ拠

出し（妻の基礎年金拠出分が節約され）年金生活者となったとき、二つの基礎年金、夫と妻そ

れぞれの報酬比例部分を受け取ることになる。パートタイマー主婦も、ある年収を超えた場合

は報酬比例部分の拠出が開始され、手取は一時的に減少するが、老後の自分の報酬比例部

分の年金は増加することとなる。ここまでの説明を一般化して述べるならば、自営業者すなわ

ち定額で支払っている人々の問題は解決していないが、少なくとも「共稼ぎのサラリーマン夫婦

の一方に対して、厚生年金保険料のうち報酬比例部分のみの拠出を認める」となる。

１６） サラリーマンは、報酬に対して１７．３５％（本人分８．６７５％）の厚生年金保険料を拠出してい

る。これを報酬比例部分と基礎年金拠出分にどのように切り分けるか、またどこまで調整する

のかについては、様々な考え方が有り得よう。ここでは、極めて単純な例を示す。自営業者は、

一人年間１３３００×１２＝１５９６００円支払って、老後に基礎年金の給付を受け取っている。し

たがって、基礎年金見合い拠出は、１６万円と見なして良いのではなかろうか。共稼ぎのサラリ

ーマンの夫婦の一方の厚生年金保険料支払額は、以下のようになる（厚生年金保険料は、２０

０３年４月よりボーナスを含めた総報酬に対して徴収されることとなっている（保険料率１３．５

８％、労使折半）。したがって、年収がほぼ総報酬となる。以下では、これを前提に計算式を作

成した）。

 年収が１３０万円以上となった場合は、厚生年金保険に加入する。

 ただし、夫婦の一方は年収２３５万円までは拠出不要

 年収が２３５万円を上回った場合は、以下の式により拠出額を定め、会社側も同額の拠出

を行う。

（厚生年金保険料）＝（年収）×０．０６７９－１６万円

将来の年金額は現行と変わらないが、現状に比べて拠出の水準が下がり、かつ拠出が必要と
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される年収が増加する。

新しい改革案で独身、専業主婦のいる夫婦、共稼ぎ夫婦を比較すると、下表のようになる（全

て年収は同じと仮定する）。基礎年金の分で独身より結婚が優遇される。結婚している夫婦で

比較すると、専業主婦のいる夫婦は今まで通りであるが、共稼ぎ夫婦では１６万円分拠出は減

少するが、従来通りの給付が受けられることとなる。

拠出 給付

独身 　　　　　　　　 　基礎　　　　　　　＋　報酬比例

専業主婦の夫婦 　　　　　　　　 　基礎　＋　基礎　＋　報酬比例

　　　　　　　　 　報酬比例

共稼ぎ夫婦

　　　　　　　　

　基礎　＋　基礎　＋

　報酬比例

１７） さらに遺族年金も修正が必要となろう。現行の老齢年金は、夫と専業主婦の場合は夫婦で両

者の基礎年金プラス夫の報酬比例部分となる。夫婦共稼ぎで年金生活者となった場合は、両

者とも各々自分の年金受給権に見合った給付を受け取る（基礎年金プラス報酬比例部分）。配

偶者が死亡すると遺族年金となる。専業主婦の場合は、自分の基礎年金と夫の報酬比例分の

３／４が遺族年金となる。共稼ぎ夫婦で妻が残された場合は、現行では以下の３ケースの計算

結果のうち一番多いケースを選択できる。①「夫の報酬比例プラス本人の報酬比例」の１／２と

本人の基礎年金、②夫の報酬比例の３／４と本人の基礎年金（専業主婦のケースと同じ）、③

本人の報酬比例と基礎年金（未婚で働いていたケースと同じ）。この３ケースからの選択は複

雑すぎ、妻の現役時代の年収が少なかった場合、②のケースが有利となる場合が多く、妻の

働き分が年金額に反映されない。この制度を以下のように修正すべきである。①専業主婦の

遺族年金は本人の基礎年金プラス夫の報酬比例の１／２（夫の所得は夫婦の共同作業の結

果と考えるならば、３／４でなく１／２が妥当であろう）、②働いていた主婦は以下の二つのうち

高い方を選択する。（ａ）本人の基礎年金と「夫と自分の報酬比例」の１／２、（ｂ）本人の基礎年

金と本人の報酬比例部分。夫婦が共同で行った作業は１／２が妻に帰属するとのコンセプトを

強く打ち出すことによって、女性が家庭にとどまる、あるいは社会進出をするという選択に対し
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て、公的年金はほぼ中立となろう。

１８） 以上のような制度変更を行ったことによって、共稼ぎ夫婦の可処分所得はどの程度増加する

のであろうか。次表は、年収７００万円と年収５００万円の男女のケースである。現行では、共

稼ぎ夫婦に対する課税保険料支払いは独身の男女と同じ扱いとなっている。表左側は現行で

の独身の男女、共稼ぎ夫婦のケースである。右側が改革案のもとで結婚したらどうなるか、あ

るいは共稼ぎ夫婦にとって改革案がどの程度の負担減少となるかを示している。

改革案でＡ氏の方を見ると、所得控除が７６万円増加する。これは、結婚控除である。Ｂ氏の場

合は、健康保険料拠出がなくなる。Ａ氏の方を選択したためである。さらに、厚生年金保険料が

１６万円減少する。このため、収入から保険料所得税額を差し引いた可処分所得は、Ａ氏が１５

万円増加、Ｂ氏が２８万円増加し、夫婦で４３万円の増加となる。つまり、独身より結婚は４３万

円得であり、共稼ぎ夫婦は現行より４３万円負担が軽減するのである。

また、妻が専業主婦であったが子育てに目途が付いてパートで働きに出て１５０万円の年収を

得た場合は、６５万円が給与所得控除、３８万円が基礎控除となる。当案においては、健康保

険拠出義務はなく、公的年金支払いも年収２３５万円までは拠出しないため、１５０－６５－３８

＝４７（万円）が課税所得となり、４．７万円の所得税支払いとなる（手取１４５．３万円）。制約が

排除されているため、使用者側も能力ある人に高給の支払いができ、かつ可能ならばより長期

間の勤務を依頼できる。

共稼ぎ夫婦の負担減少

（単位：万円）

現行 改正案

年収 ７００（Ａ氏） ５００（Ｂ氏） ７００（Ａ氏） ５００（Ｂ氏）

給与所得控除 １９０ １５４ １９０ １５４

給与所得 ５１０ ３４６ ５１０ ３４６

基礎控除 ３８ ３８ １１４ ３８

健康保険料 ２１．０ １５．０ ２１．０ －

厚生年金保険料 ４７．５ ３４．０ ４７．５ １８．０

課税所得 ４０３．５ ２５９．０ ３２７．５ ２９０．０

所得税 ４７．７ ２５．９ ３２．８ ２９．０

可処分所得 ５８３．８ ４２５．１ ５９８．７ ４５３．０

可処分所得合計 １００８．９ １０５１．７

（注１）標準報酬は年収の７５％とし、健康保険組合への従業員拠出は標準報酬の４％とした。

（注２）厚生年金保険料は年収の６．７９％とした。

（注３）可処分所得＝年収－健康保険料－厚生年金保険料－所得税
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（注）課税最低限所得の計算（妻が専業主婦で子供が大学生と小学生の場合）

１） 夫がサラリーマンで年収３８６万円の時、給与所得控除は１３１万円なので、夫の給与所得は２

５５万円。

２） 保険料はボーナスから徴収されないため、３８６÷１．３＝２９７万円が標準報酬となる。保険料

率を約１０％とすると、年間保険料支払いは３０万円

３） 給与所得 ２５５ （万円）

　 厚生年金保険料等支払い ３０

　 夫の基礎控除 ３８

　 妻の配偶者・特別配偶者控除 ７６

　 扶養控除（大学生） ６３

　 扶養控除（小学生） ４８

　 課税所得 ０

４） したがって、妻が専業主婦で子供が大学生と小学生の場合、夫の年収３８６万円以下の場合、

所得税支払いはないこととなる（これが課税最低限所得）。

５） 現在、課税最低限の引き下げについての議論がある。その手段としては、以下のものが考えら

れよう。

①基礎控除等の金額を下げる。あるいは廃止する。

②給与所得控除を小さくする。

③保険料支払いを控除しない（税とする）。

６） 当報告書では、配偶者控除、特別配偶者控除を結婚控除に切り替える提案を行っているが、

これは５）の①「配偶者控除をどうすべきか」と係わり合いを持っている。
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IVIVIVIV．．．．    保育所による育児支援保育所による育児支援保育所による育児支援保育所による育児支援

１） 現在、保育所に入れない「待機児童」が大きな社会問題となっている。全体としての出生数は

急速に減少を続ける一方で、働く母親が急増しているため、需要の増加に対して保育所の供

給が間に合わない状況となっている。保育に対する需要は、両親の就業率・就業形態、家族の

形、環境などにより大きく変化する。
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＜出生数と保育園入所児童数の年次推移＞

出生数

日本の保育所は、戦後の経済復興が本格基調に入る１９５０年頃から本格的な整備が始まり、

６０年代から８０年までは急速に拡充されていった。この２０年間の特徴は、都市化・雇用者化・

専業主婦化であろう。それまでの農業を中心とした産業形態では３世帯が同居し、産まれる子

供の数も多かったが、子供達の面倒は祖母や母親が交代で家や農場で見ることが可能であっ

た。従って保育所の需要は子供の数が多いにも関わらずそれほど高くなかったと思われる。し

かし、産業構造の変化に伴う雇用者化の進行は、若い夫婦の都市流入を進め、核家族化へと

繋がった。また働き手となる現役男性の数が多かったことから、多くの女性はあこがれのライフ

スタイルとして、サラリーマンの妻となり専業主婦となった。１９７３年の第２次ベビーブームを迎

えるまで出生数は増加を続け、専業主婦増加の一方で都市部の働く母親も増加していたこと

から、保育所の入所児童数も同じように増加した。しかし７３年をピークとして一転して出生児

数は急速に減少し始め、それと軌を同じくして保育所の定員数も８０年を境に一貫して減少して
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いる。

しかし、８０年代から現在までの２０年間は都市化・核家族化に加えて、女性を中心とした変化

が起こった。すなわち「雇用者女性の急増」であり「専業主婦比率の低下」である。女性の高学

歴化に伴って、社会に出て働くことは女性にとって自己実現の当然の手段となり、若い世代を

中心にキャリアとして働く女性が増加している。このため現状においては、ベビーブームの７３

年に比べて出生数が１００万人減少しているにもかかわらず、保育所の受入能力は不足すると

いう事態が起こっている。この結果、男性と同じように働く上で、出産・育児は女性のキャリアア

ップの障害として捉えられるに至っている。日本の労働力人口は２００５年以降減少に転じる。

これは過去の少子化がついに人口全体の減少まで及んだ結果である。このような時代背景の

中で、少子化対策として政策が対応可能な方策の一つは、働きながら子供も育てたい夫婦や

女性に、必要な保育サービスを整備することではないだろうか。以下では、女性の結婚、出生、

就業率を中心に、必要となる保育所の整備規模について考察する。

２） まず、必要となる保育所の必要受入数の規模についてのイメージを固めるため、前提となる今

後の出生数を単純な方式で予測する。計算の基礎として、９７年１０月の年齢別女性人口のデ

ータを使用する。予測の方法は、①女性の年齢階級別（５歳刻み）に出生数を予測するが、こ

の各ゾーンの女性人口が
ところてん

心太式に年齢を経ていくことにする。つまり、死亡率は考慮しない。

②１５～１９歳、４０～４４歳の出生数は極めて少ないので考慮せず、２０～３９歳のゾーンだけ

で計算する。③まずケースＡは９５年の出生率が続いた場合の出生数予測である（合計特殊出

生率１．４２人）。

下表は、ケースＡ（９５年の出生率が続くと仮定した場合）の２０～３９歳の女性人口の推移を示

したものである。２０１７年に今の０～４歳が２０～２４歳ゾーンとなり、２０２７年からは今の出生

数の下で２００２年頃生まれた女性が２０～２４歳ゾーンとなっていく。したがって、２０１７年以降

の０～４歳ゾーンは前提とする出生率の違いによって異なった数値となっていく。
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＜９５年の出生率が続いた場合の年齢別女性人口＞

単位：万人

1997 2002 2007 2012 2017 2022 2027 2032

20-24歳 462 387 348 302 288 308 288 255

25-29歳 458 462 387 348 302 288 308 288

30-34歳 398 458 462 387 348 302 288 308

35-39歳 380 399 458 462 387 348 302 288

小計 1,698 1,706 1,655 1,499 1,325 1,246 1,186 1,139

３） 注目すべきことは、過去の出生数そのものが既に減少していたために、出生率が一定にもか

かわらず、２０～３９歳人口が今後急速に低下することである。９７年に１６９９万人であった２０

～３９歳の女性人口は、２０３２年には１１３７万人へと減少する。母体となる女性の数が減少す

るため出生数は低下を続け、２０３２年頃に産まれる子供は年間８０万人まで低下すると予想さ

れる。

＜ケースＡにおける出生数（現状の出生率のまま）のケース＞

単位：万人

1997 2002 2007 2012 2017 2022 2027 2032

出生数 120 123 115 102 90 83 79 80

長期的には、子供の数が減少していく以上、保育所の収容規模を拡大することは不要との見

解もある。事実、ここでは９５年の出生率を使用したが、直近の出生率は一層低下しており、直

近の出生率のままで推移した場合、出生数は現在の１２０万人から２０１０年ごろまでに１００万

人を下回る公算は極めて大きい。しかし、少子化対策はこの出生数を回復させるための努力で

あり、「子供の数が減少しているから、何もしないでよい」ではないはずである。

４） ここで、出生数に関する現状を、女性の結婚率を加えて少し詳細に分析する。９７年の人口構

成と９５年の年齢別出生率を使用するため精度は低下するが、現状を明らかにするには有益

であろう。下表は、年齢別女性人口のうち、既婚女性の数を計算し、有配偶出生率を乗じて、

各年齢別の出生率を算出して、２０～３９歳ゾーンの出生数を示したものである。
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＜出生数の現状＞

女性人口 未婚女性 既婚女性
有配偶
出生率

出生数 未婚率

（1997年） （Ａ） （Ｂ） Ａ×Ｂ 【参考】
（万人） （万人） （万人） （％） （万人） （％）

20-24歳 462 414 46 0.32 14.72 90

25-29歳 460 230 230 0.24 55.20 50

30-34歳 400 80 320 0.12 38.40 20

35-39歳 380 38 342 0.03 10.26 10

（小計） 1700 762 938 118.6

直近の出生数が約１１９万人であり、計算上の出生数合計が１１８．６万人であることから、上

表は今の実態をほぼ反映していると思われる。有配偶出生率は過去２５年間にわたり極めて

安定し、３０～３４歳ゾーンではむしろ上昇しているにも関わらず、日本の出生数が大きく低下し

ている理由は「未婚率の上昇」である。この十年余り、女性の就業者数は大幅に増加したが、

それは女性が結婚しない、子供を持たないで働き続けることで実現している面が大きいのであ

る。

この状況を年齢階級別にみると、２０～２４歳の未婚率を引き下げることは、大学教育への参

加比率の上昇などから見て困難である。従って、２５～２９歳ゾーン及び３０～３４歳ゾーンの未

婚率が引き下がることが、日本の出生率回復にとって不可欠であり、さらに追加すれば晩婚化

の流れを受けて３０～３４歳ゾーンで穏やかに上昇している有配偶出生率が更に上昇すること

も必要となる。つまり、出生数に強いインパクトを与えるのは２５～３４歳の女性の行動となる。

５） ここで、出生率が８５年水準（合計特殊出生率１．７６人）まで回復した場合の出生数の動向を

シミュレーションしてみる。主要諸外国の合計特殊出生率は、スカンジナビア諸国が１．８人台、

カナダ１．６６人、オーストラリア１．８２人、フランス１．６５人、英国１．７１人、米国は移民国家

であるため２．０４人等を考えると、８５年の１．７６人が、目標とする出生率の目途となろう。シミ

ュレーションは、現在の出生率のまま推移した場合（＝先のケースＡ）と、未婚率に歯止めがか

かり、女性の有配偶率が９５年の直近の水準から順次上昇し２００５年に８５年の水準まで回復

する場合（ケースＢ）を比較する。日本において婚外子はまだ極めて少数であることから、有配

偶率が回復すれば、前述したように極めて安定した有配偶出生率により出生数も回復すると

考えられる。シミュレーションの結果は以下の通りである。



47

＜出生数の比較　現状と回復ケース＞
単位：万人

ケースＡ【現行水準】 2000 2002 2004 2006 2008 2010

20-24歳 16.6 15.5 14.8 14.2 13.5 12.7

25-29歳 56.0 54.0 49.9 46.2 43.7 42.0

30-34歳 39.8 42.9 44.4 44.0 41.3 38.1

35-39歳 10.3 10.5 11.0 11.8 12.3 12.5

計計計計 122.8122.8122.8122.8 122.8122.8122.8122.8 120.1120.1120.1120.1 116.2116.2116.2116.2 110.8110.8110.8110.8 105.3105.3105.3105.3

ケースＢ【回復】 2000 2002 2004 2006 2008 2010

20-24歳 19.8 19.8 20.3 20.2 19.2 18.0

25-29歳 65.5 67.1 66.0 63.0 59.6 57.3

30-34歳 42.2 46.6 49.5 49.6 46.5 43.0

35-39歳 10.5 10.8 11.4 12.3 12.8 13.0

計計計計 138.0138.0138.0138.0 144.3144.3144.3144.3 147.2147.2147.2147.2 145.1145.1145.1145.1 138.2138.2138.2138.2 131.3131.3131.3131.3

B-A（増分）B-A（増分）B-A（増分）B-A（増分） 15.315.315.315.3 21 .521 .521 .521 .5 27.127.127.127.1 28.928.928.928.9 27.427.427.427.4 26.026.026.026.0

有配偶率が８５年水準まで回復することで、現状を表すケースＡに比べて出生数は２５万人前

後増加する。出生数が回復しても出生数が８０年代のように１５０万人規模へと回復しないのは、

母体となる女性人口が今後大幅に低下していくためである。よって、少子化対策とは日本の現

状の人口構成の中で出生数を回復させる試みであり、「このまま放置すると長期的に８０～９０

万人まで落ち込んでしまう出生数を、何とかして１１０～１２０万人前後に維持しようとする」政

策努力となる。

６） 出生率低下の主因が晩婚化である。しかし、結婚は各人が自分の考えで決定することである。

政策が対応可能なことは、結婚への意志決定について、心の中で「何か気にかかる」いくつか

の即物的な問題を解決することであろう。「何か気にかかる」こととしては、①結婚しても働き続

けたいが、子供が出来たら家庭に入らなければならない、②結婚・子育てはお金がかかるので

経済的に不安、③子供を産んだ後、会社の自分に対する処遇はどうなるのか、の３点が挙げら

れよう。②については税制、社会保険料の面での優遇策を示した。③は次章でオランダにおけ

るワークシェアリングの検討で論ずる。①はまさに保育所問題であろう。

ここでは、「長期的に子供の数は減少するので、保育所拡充はそれほど必要ではない」との見

解は妥当でないと考える。確かに現状では、保育所の収容能力、１９２万人に対して実際に入

園している児童数は１７０万人（１９９８年現在）であり、収容能力は十分なように見える。しかし、
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大都市圏においては４万人にのぼる待機児童が存在しているのである。マクロ的には需要をカ

バーしたかにみえる保育定員数の実態は、地方が過疎化して収容能力が余る一方で３大経済

圏を中心に共稼ぎ夫婦が増加し、下表に示したように若夫婦が多く住む地域では、特に０～２

歳児を預かる乳幼児保育が圧倒的に不足している。

＜首都圏の待機児童の現状＞
単位：人

０歳児 １歳児 ２歳児

全国　①全国　①全国　①全国　① 39,54539,54539,54539,545 25,60125,60125,60125,601 6,4796,4796,4796,479 10,36410,36410,36410,364 8,7588,7588,7588,758 8,1178,1178,1178,117 5,8275,8275,8275,827

（総数=100の構成比） 100 64.7 16.4 26.2 22.1 20.5 14.7

東京都東京都東京都東京都 7,8187,8187,8187,818 6,0856,0856,0856,085 1,3281,3281,3281,328 2,7942,7942,7942,794 1,9631,9631,9631,963 1,2281,2281,2281,228 505505505505

大田区 439 354 130 127 97 58 27

世田谷区 595 470 130 187 153 91 34

練馬区 632 439 60 237 142 119 74

足立区 712 553 145 241 167 102 57

神奈川県神奈川県神奈川県神奈川県 4,0774,0774,0774,077 2,5922,5922,5922,592 486486486486 1,1491,1491,1491,149 957957957957 961961961961 524524524524

横浜市 1,845 1,219 216 520 483 430 196

川崎市 795 557 110 271 176 143 95

相模原市 488 253 51 108 94 144 91

小計　②小計　②小計　②小計　② 11,89511,89511,89511,895 8,6778,6778,6778,677 1,8141,8141,8141,814 3,9433,9433,9433,943 2,9202,9202,9202,920 2,1892,1892,1892,189 1,0291,0291,0291,029

②／①　（％）②／①　（％）②／①　（％）②／①　（％） 30.130.130.130.1 33.933.933.933.9 28.028.028.028.0 38.038.038.038.0 33.333.333.333.3 27.027.027.027.0 17.717.717.717.7

０～２歳児
小計

３歳児 ４歳児以上総数

背景には共稼ぎ比率の上昇と、大都市では核家族化の進行により両親に子供の保育を頼む

ことのできない若夫婦の増加がある。首都圏を例に取れば、東京では世田谷区、練馬区、足

立区、中央線沿線であり、神奈川では横浜市、川崎市であり、待機児童数は両県で１万人を超

える。「保育所のあるところに住むべき」との主張もあるが、都内のビジネスセンターへの通勤

時間、保育所への子供の送り迎えを考えて若夫婦が選択した住宅地での保育所が圧倒的に

不足しており、このことが大都市に住む独身女性にとって「保育所を探すのは本当に大変だ」と

の意識を植え付けているのであろう。

したがって、「長期的に子供の数は減少するので、保育所はあまり必要ない」ではなく、「晩婚

化を阻止し、出生数を増加させるためには、必要とされている地域での保育所の大量増設が

必要」との立場に立つべきであろう。

また、待機児童４万人という数字の意味を少し掘り下げて考えてみたい。保育所に申請が許さ

れているのは、実態上、今現在、夫婦共働きで実際に子供の生まれた世帯に限られる（「保育
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に欠ける」という意味で、介護責任がある世帯、また病気により保育ができない世帯等が含ま

れるが、これは人数にすると少数である）。「親（保護者）の就業状態」という側面からみると、仕

事を持っていて子供が生まれる予定の者、子供がいるが今現在は仕事についていない者は、

申請することができない。４万人というのは、この条件の下で実際に申請した人数、つまり、今、

預け先の無い子供と仕事とを抱えている人数となる。一方、４万人には、事情により離職して再

就職を希望する者や、入園の申請を諦めて他の方法を選んだ者（祖父母に預ける）などは含ま

れていないのである。更に、この申請要件は、就業を希望する母親に困難な問題をもたらして

いる。就業面接では会社から「保育所の手配が済んでから、具体的に話し合おう」といわれ、保

育所申請では、「実際に就業していないと待機児童が多く優先順位が低い」と断られるのであ

る。多くの母親はこの板挟みの状況で、就業を諦めるか、「質」の保障のない認可外保育園を

探すことになるのである。このように、４万人という数字は、あくまでも保育所の未整備・不足を

前提とした氷山の一角に過ぎず、真の需要を表す数字とは言えない。

７） 晩婚化と保育所の関係を説明するためには、下図が便利であろう。人口統計から各年齢ゾー

ンの何割が結婚しているかが分かる。一方、労働省統計からは何割の人が就業しているかが

分かっている。これを重ね合わせると、女性の結婚と就業に関する一つのイメージが出来る。２

５～２９歳のゾーンで見ると、５割が独身で５割が既婚である。そして、７割が就業しており、残

りの３割は働いていない。働いていない３割は家庭にいる、独身は就業していると仮定すると

以下のようになる。

結婚している(50) 独身である(50)

働いていない(30) 働いている(70)

専業主婦（30） 共働き(20) 働いている独身(50)

同様に、２０代後半から４０代前半までの女性の「就業と結婚」状態（＝属性）を大胆に整理すると、

以下の通りとなる。
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単位：％

専業主婦
共働き

（A）
働いている独身

（Ｂ）
就業している女性

（Ａ）＋（Ｂ）

25-29歳 30 20 50 70

30-34歳 45 35 20 55

35-39歳 38 52 10 62

40-44歳 30 65 5 70

２５～２９歳のゾーンでは独身女性が一番多く、３０～３４歳ゾーンでは専業主婦がトップとなる。結

婚、子育てのために家庭に入るのである。そして、３５～３９歳から子育てに目途が付くにしたがって

共働きの比率が上昇し、４０～４４歳では共働きのシェアが６５％となる。中核はパートタイマー主婦

である。このように、女性の就業率がＭ字を示すのが日本の特徴である。

８） 下図は、米国の男女別の労働力比率（人口に占める就業者の比率）と就業者の推移を示した

ものである。米国では、７０年代以降女性の社会進出が進み、労働力比率は７０年の４０％か

ら９８年には６０％にまで上昇した。一方、男性の労働力比率はむしろ低下傾向を示している。

これを男女別の就業者数の推移（１９５０年＝１００で指数化）でみると、７５年以降、就業者数

の増加の圧倒的部分は女性就業者の増加によってもたらされていることが分かる。さらに男女

別の就業者数で見ると、直近では男女の就業者数が大接近してきている。戦後の日本社会は、

例えばモータリゼーションの普及による郊外型大規模ショッピングセンターの進出等、常に米

国の後を追いかけている。経済のサービス化、ＩＴ化、ホワイトカラー化、さらに近年の労働市場

流動化の動き等、日米の社会構造の変化は同じ方向を示している。したがって、女性の社会

進出も今後、米国と同じ傾向を示す可能性が高い。また、日本の人口が減少方向にはいること

を考え合わせれば、女性の一層の社会進出が必要であろう。
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９） 次図は、日本の男女別労働力比率、就業者数の推移を示したものである。就業者の動向を見

ると、米国と同様の傾向であるが、全体の労働力比率では明確な上方シフトは見られない。理

由としては、２５～５０歳までの米国女性の就業率がフラットであるのに対し、日本がＭ字型を

示しているためである。Ｍ字型は既に欧米には見られず、日本・韓国などアジア諸国に特徴的

な形態である。２１世紀前半、このＭ字型を解消することが日本の労働市場において必要であ

ろう。
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また、現在、日本の女性の年齢別労働力率を見ると７０％代前半がピークとなっているが、例

えばスウェーデンでは８０％台の就業率で、かつ年をとるにしたがって上昇している。長期的に

予想されている日本の労働力不足に対処するためには、女性労働のＭ字型の解消、労働力

率の一層の嵩上げが可能となる社会環境の整備が必要となる。
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１０） 女性の就業の現状を簡単に見た上で、７）で作成した年齢別の女性の属性を利用して、今後の

保育所に対する需要規模の大まかなシミュレーションを試みる。基本的な問題意識は、９８年

度民間被用者のうち、出産後も引き続き就業を継続したのは５．２万人、この年の出生児数１２

２．５万人に比べてあまりにも少ない。多くの女性は出産前に退職しており、育児と就業の両立

が困難であることを示している。出産しても働き続けることを可能とするために、保育所がどの

程度必要かについて目途を付けることにする。認可保育所には「保育に欠ける」と行政が判断

した小学校就学前の児童が入所していることから、保育所の対象となる女性の属性は大きく分

けると結婚していて且つ就業している女性、つまり「共働き」となる。現実の有配偶出生率のデ

ータが９５年までしか整備されていないため、シミュレーションでは、２５～３９歳の女性の有配

偶率が９６年から徐々に回復し、２００５年に８５年水準に到達するケースＢを用いた。更に２つ

のケースを想定し、ケースＢ－①は労働力率がＭ字のままの場合、ケースＢ－②は女性が育

児のために退職せず一貫して就業を続ける場合、つまり女性労働力のＭ字が解消する場合に

分けてシミュレーションする。どちらのシナリオも、女性の年齢別就業率から「働いている独身」

を差し引いて「共働き」比率を求め、その人数に「有配偶出生率」を乗じることで、保育所への入

所ニーズを持つ出生児数を算出する。前提となる女性の年齢別労働力率は、ケースＢ－①は

現状の労働力率を、ケースＢ－②は労働力率の２つのピーク（２０－２４歳の最初のピークと４

５－４９歳の２つ目のピーク）を直線的に結ぶ方法を採った。下表はその結果である。３０－３４

歳ゾーンを説明すると、出生率が回復するため、２０１０年の出生数は４３万人、うち働く母親の

出生数が２０．４万人となるが、仮にこの人数が一貫して就業する場合は２９．４万人が保育サ

ービスを必要とする。

＜出生児に占める働く母親の出生数の比較＞

ケースＢの出生数

（万人） ケース①（Ｍ字） ケース②（Ｍ字解消）

2000 2005 2010 2000 2005 2010 2000 2005 2010

20-24歳 19.8 20.6 18.0 10.0 8.7 7.6 10.0 8.7 7.6

25-29歳 65.5 65.5 57.3 29.2 34.5 30.1 35.4 39.7 34.7

30-34歳 42.2 50.2 43.0 18.7 23.8 20.4 28.1 34.4 29.4

35-39歳 10.5 11.6 13.0 5.8 6.5 7.2 7.2 8.0 9.0

計 138.0 147.9 131.3 63.6 73.5 65.4 80.6 90.8 80.8

出生児に占める割合(%)　 46.1 49.7 49.8 58.4 61.4 61.5
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なお、２０－２４歳については、現在未婚率が約９割であり、この数値を変化させることは不可

能と判断した。このため、既婚女性比率は１割、そのうち共働き比率を６割として計算している。

また、共働き夫婦の子供で祖父母に保育されている人数は、各年齢にそれぞれ７万人いるも

のと想定した。以上の計算より、各年に生まれる子供のうち、保育所サービスを必要とする人

数は以下の通りとなる。

ケース①（Ｍ字） ケース②（Ｍ字解消）解消）解消）解消）

2000 2005 2010 2000 2005 2010

出　生　数 （万人） (D) 138 148 131 138 148 131

働く女性の出生数 (A) 64 73 65 81 91 81

うち祖父母が保育サポート (B) 7 7 7 7 7 7

（Ａ）－（Ｂ）＝（保育ニーズ） (C) 57 66 58 74 84 74

（Ｃ）／（Ｄ）＊１００ (%) 41.3 44.6 44.3 53.6 56.8 56.5

統計が９５年データまでしかないため、９６年から２００５年までの１０年間で出生率を８５年の水

準に回復させている。したがって、現状が２０００年であるから出生数を若干差し引く必要があ

る。２０１０年までに出生率が回復した場合、保育所への入所ニーズを持つ出生児の数は年あ

たり５０～６０万人もの規模となると推計される。もし働く全ての女性の一貫就業が可能となった

（Ｍ字の解消）場合には、７０～８０万人の規模が必要となることが分かる。

現実的には、Ｍ字の解消も出生率の回復も、より穏やかな形をとると思われる。したがって、２

００５年に向けてまず各年齢５０万人の保育体制を実現し、一旦需給を見極めた上で、改めて２

０１０年からの対策を考える等、２段階で供給体制を整備することが現実的に妥当といえるので

はなかろうか。

では、現実の保育所の供給能力はどのようになっているのであろうか。

１１） 現在の認可保育所は、児童の年齢別に措置定員が決まっている。先に見た首都圏の待機児

童数を見ても判るように、現在圧倒的に不足しているのは、０歳から２歳までの乳幼児保育で

ある。措置児童数の内訳は下図にまとめられる。
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＜現在の措置児童数の年齢別内訳＞

０歳児 10万 6%

20万 12%

20万 12%

40万

40万

40万

１～２歳児 

３歳児以上
(３歳～５歳）

70%

保育所に措置されている児童数は合計で１７０万人である。そのうち３歳児以上が措置総数の

７０％を占めるのに対し、０歳から２歳の合計は３０％、０歳児は全体の６％に過ぎない。３歳以

上の幼児に比べて、保育単価が高く保育士などの人手のかかる乳幼児保育は、地域の保育

計画に責任を負う地方自治体の整備が遅れる傾向にある。しかし、このような偏重は、乳幼児

を中心とした４万人の待機児童が切実に保育所への入所を望む状況の中では、妥当ではない

と考える。

１２） したがって、新エンゼルプラン（当局の第２次５ヶ年計画）の大幅な予算拡大が必要と考える。

待機児童の解消を含めて、２００５年を目途として大都市を中心に１００万人規模の保育所の増

設を図るべきである。第一段階の保育所増設のイメージは下図の通りである。

　　

＜保育所増設のイメージ＞

０歳児 10 万 ⇒ ２０万

１～２歳児 20 万

20 万

３歳児 40 万

４歳児以上 40 万

40 万

部分の合計＝１００万

各 50 万

10 万

20 万
20 万

10 万

10 万

10 万
10 万
10 万

―_

―_ ―_

―_

まず緊急の第１ステップとして、大きく偏重している年齢別定員数を、１歳児以上を各年齢４０

万ずつの同数とする。次に第２ステップとして１０万人ずつ上乗せし、２００５年までに最終的に

は各年齢５０万人体制を整える。また、０歳の乳児は、基本的には母親の「育児休業」１年取得

を強力に推進し、０歳児の間は親が育児できる体制を整える。しかし、たとえ育児休業の制度

が整備されても、一定程度の０歳児保育に対する需要増加が見込まれることから、１０万人程
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度の整備をはかり、第一次５カ年計画としては全体で１００万人の増設を目指す。

出生数が毎年１２０万人とすると、現状では３歳児以上は各年齢児童の３人に１人、１歳及び２

歳児では約６人に１人、乳幼児では１２人に１人が保育所に通っているが、これが各年齢５０万

人体制が整備されると、各年齢児童の約４０％が対象となる。このような大規模な増設計画が

発表されるならば、アナウンスメント効果として女性の結婚への意志決定をサポートし得ると期

待される。

１３） ２００６年からの第二段階では、改めて女性の社会進出動向や出生動向を見極めながら、第３

次エンゼルプランを策定する。女性の雇用者化に伴って保育サービスは「供給が需要を生む」

傾向がある。保育所が整備された自治体では母親に退職の必要がなくなり、更に、評判を聞い

て子育てと仕事の両立に悩む若夫婦が流入することで、新たな需要が生まれる。さらに、日本

の労働力人口が減少を始めることから、女性の社会進出が一層活発になっているとも考えら

れる。Ｍ字の解消が本格的に起こるならば、２００６年から２０１０年にかけて新たに７０－１００

万人の追加増設が必要となる可能性もあろう。この７０－１００万の増設が計画され達成されれ

ば、出生数の約６０％が保育所に通う規模である。

１４） 第二次エンゼルプランの修正に加えて更に大切なことがある。それは、保育所や保育計画に

関する情報が全て国民・住民に対して開示されることである。居住地を決めようとする若い夫

婦が、正確で十分な保育所情報を簡単に得られる必要がある。地方自治体は、例えばコール

センターなどの形で、地域の保育・育児情報を必要とする全ての人が簡単にアクセスできる体

制を整えるべきであろう。

さらに、保育園の設立・運営の規制の一定程度の緩和も必要となろう。床面積や園庭、調理室

などの規制により認可されない民間の「認可外保育園」に、現在２０万人程度の児童が通園し

ているといわれ、その数は年を追って増加している。保育内容はしっかりしているところが多い

にもかかわらず、その多くは認可外ということで自治体からの補助金や負担金は支給されず、

費用は全額保護者負担である。しかし、地価の高い都市部で深刻な待機児童問題が発生して

いることを考えれば、今後、４歳以上の児童を中心に、より柔軟な保育所の運営を考える必要

がある。保育環境の改善に関する具体的な対策を積極的に打ち出していくことで、これから子

育てを始める若い夫婦の育児に対する「不安感」を緩和し、少子化対策として、間接的ではあ

るが着実な効果が期待される。
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１５） ０歳児の保育については、職場における1年間の育児休業期間取得を強く推進し、親が安心し

て育児に専念できる体制を整えることが必要と考える。日本では、育児と仕事の両立を目指す

ために育児休業法（現在は、育児・介護休業法）が 1991 年に成立してから、約 10 年が経過し

た。しかしながら、育児休業制度の利用者は未だに多数派に至っていない。日本労働研究機

構の「女性と仕事に関するアンケート」（1996 年）によると、「結婚、出産・育児を機に仕事をや

めた理由」として、正社員の約 3 割が「職場の雰囲気」を挙げており、権利としての制度の存在

を浸透させる上で、個々の職場における理解が重要となろう。

１６） この育児休業は、労働者の事業者に対する申請を要件としており、一人の子供につき一回、連

続した休業期間を取得することになる。育児休業をすることができるのは、1 歳に満たない子供

を養育する男女労働者であり、期間の定めのない労働協約の下で働いているパートタイマーも

対象となる。一方、事業主は、育児休業の申請や実施を理由に労働者を解雇してはならない。

ただし、労使協定があれば、①雇用期間が１年未満である、②配偶者が常態で子供を養育で

きると認められる、③育児休業申請日から１年以内に雇用関係が終了することが明らかである、

④一週間の所定労働日数が 2 日以内である、⑤内縁の妻や夫が子供を養育できる状態にあ

る、といった労働者については、その申請を拒否することができる。育児休業期間中は、雇用

保険から育児休業取得前の賃金月額の 25％相当額が、「育児休業基本給付金」と「育児休業

職場復帰給付金」として支払われている。この給付水準については、雇用保険法の改正によっ

て 2001 年 1 月より、25％から 40％へ引上げられることになった（育児休業基本給付金を 20％

から 30％へ、育児休業職場復帰給付金を 5％から 10％へそれぞれ引上げ）。その他、健康保

険料と厚生年金保険料の被保険者本人負担分の納入は、申請により免除される。

１７） それでは、制度の利用実態はどのようになっているのだろうか。労働省の「平成11年度女子雇

用管理基本調査」（有効回答 6,990 事業所）の結果から概観する。まず、制度について規定が

ある事業所は、事業所規模 5 人以上では 53.5％である。これを規模別にみると、500 人以上の

事業所では 98.7％であるが、30～99 人の事業所では 74.0％、5～29 人では 49.4％にとどまっ

ている。また、業種別に見ると電気・ガス・熱供給・水道業と金融・保険業では 90％を越えるも

のの、女性が多い職場と考えられる卸売・小売業、飲食店では 58.8％、サービス業で 52.3％と

大きな偏りがある。労働組合の有無別では、組合がある事業所では 91.8％だが、無い場合に

は 43.5％と 5 割に満たない状況であり、制度の一層の普及を徹底させる必要性が見てとれる。
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続いて、制度のある事業所について出産した女性労働者のうち育児休業を取得した者の割合

を見ると 56.4％となっている（配偶者が出産した男性が取得した割合は 0.42％）。しかし、育児

休業を終了して復職した女性が取得した休業期間は、「10～12 か月未満」が 29.2％しかない。

このようにほぼ１年間取得した者が約 3割しかない一方、「3か月未満」や「3～6か月未満」とい

った短期間の取得者は合わせて 37.2％になる。１年間フルに休職できた人が３割に過ぎないこ

とは、この制度の課題であろう。

１８） 「雇用保険事業年報」によると、平成 10 年度においては、育児休業基本給付金の受給要件確

認件数は約 7 万 3 千件であり、これらのうちの約 5 万 2 千人が育児休業職場復帰給付金を得

た。同年の出生数は約122万 5千人であり、同じ職場に復帰できた女性が５．２万人であること

はあまりに少ない。さらに分析をするならば、子供の出来た働く女性をｘとすると、制度の普及

率が 53.5％、制度取得率が 56.4％なので、ｘ×0.54×0.56＝7.3 万人となる。ｘ＝24.1。つまり、

子供の出来たサラリーマン女性が 24.1 万人に対して、出産後元の職場に復帰した人は約２割

の５．２万人と言うことになる。もちろん、子供が出来たので退職するという意志決定もあろうが、

２割という比率はあまりに低いと考える。したがって、各企業において育児休業制度の取得を

大幅に進め、育児と仕事を両立させやすい企業文化を育成することが、まず重要であろう。

１９） なお、２１世紀を長期的に展望する上で、日本の労働力人口が減少を始めることと女性の社会

進出についても、再度考えておく必要があろう。２００５年から２０１０年にかけて労働力人口の

減少が始まる。このため、外国人労働者の導入論が台頭し始めている。一方、女性の一層の

社会進出も要請されよう。どこまで女性の労働力化が可能かについて検討してみる。
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将来の女性労働力のイメージを描く上で、総務庁が行っている『就業行動基本調査報告』が一

つの手がかりになろう。同調査には、仕事についていない者に就業を希望しているかどうかを

問う調査項目がある。この結果、仕事についていない２５歳から３４歳の女性のうち、６０％以

上が就業を希望すると答えている。これら女性は、育児や保育所の整備不足などの理由で、

就業の意志を持ちながら実際には仕事を持てないでいる「潜在的な就業者」とみることができ

る。この「潜在的就業者」に「就業している者」を加えることで、「潜在有業率」（失業者を含まな

い）が推計できる。結果は図にあるように、２０歳から４９歳までが軒並み８５％を超える大きな

台形を描く。これによると、女性の就業者数はおよそ８００万人増加し、専業主婦比率は１０－１

５％に低下する。これは、現在のスウェーデンの労働力率とほぼ同水準である。もし労働市場

が女性の労働力率８０％台以上という事態を必要とするのであれば、労働市場の国際比較を

含めて、どこまでが現実的な水準であるかを検討した上で、２０２５年に向けて中長期的に一層

の保育所の規模拡大が必要となるであろう。

２０） 保育所の増設に加えて、消費者利便の向上のために、２１世紀に向けて保育の分野にも競争

促進政策が導入されるべきタイミングに入ったものと判断する。まず、格付制度の導入である。

現状においては、子育てを考える夫婦にはどの保育所が良い保育所であるかの判断基準が

示されておらず、口コミなどの情報に頼らざるを得ない。この状況は改善されるべきである。提

案は、保育所格付けのための第三者機関を創設し、認可保育所は格付機関に対して情報開

示とヒアリングを受諾する義務を持つ。この調査内容を公開することによって、保育所に関する

格付けとなり、消費者の保育所選択が容易となると同時に、保育所相互の競争促進を活性化

させる効果が期待できる。

２１） 中期的に、大都市部を中心に保育所の増設が必要であるが、その全ての建設コストを公費と

することは、近年における地方自治体の財政状況からみて困難であろう。したがって、民間資

本の導入が必要となる。事実、２０００年４月より株式会社などの保育所への参入が認められ

た。しかし、保育ビジネスに参入する民間企業に対しては、当局からの厳しい規制が課せられ

ている。問題となる規制としては、配当を行うことが事実上禁止されていることがあげられよう。

公益性を重視し、株式会社などに対して非営利法人的な規制を行ったためである。しかし、公

益性の高い電力、鉄道等の公益産業は東京証券取引に上場しており、株主に対して配当を行

っている。当局の規制のもとで営利企業が活動することは、多くの分野で承認されているので
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ある。保育ビジネスに参入する株式会社に対する配当制限条項は、大幅に緩和されるべきも

のと考える。

２２） また、今年度より賃貸方式による保育所経営が認められた。典型的な例を示せば、待機児童

の多い都市部において不動産所有者から建物等を賃貸し、社会福祉法人に加え株式会社等

が保育ビジネスの運営を行う形態である。すなわち、保育所の所有と経営の分離である。当然

の事ながら、社会福祉法人と株式会社はこの方式のもとで競合関係に入る。このとき、両者が

税制面でイコール・フッティングでないことは是正されて然るべきである。株式会社に対しては

営利法人として様々な課税が行われているのに対し、社会福祉法人は基本的に非課税法人で

あり、民業は税制面で不利な立場となる。元来、社会福祉法人は個人が公益性の高い福祉事

業を実施するため、土地を提供すること等により設立される。この土地に公的補助を投入し、

建物等を整備した上で運営が開始される。このように一部民間の資本が投入されているが、か

なりの比率が公的資金であり、かつ公益性が高いために非課税法人となっているのである。し

かし、賃貸方式においては、社会福祉法人側に建設コスト等の負担はなく、純粋に運営委託ビ

ジネスであるといえる。この方式での運営に税制上の恩典を与える必要はなく、民業とのイコ

ール・フッティングを図ることが望ましいのではなかろうか。同じ保育サービスの提供者でありな

がら株式会社は課税、社会福祉法人は非課税という状態は、利用者のための多様なサービス

が競争状態で生まれていく土壌とは言いがたい。条件整備のため不均衡な税制は修正される

べきと考える。同様に、保育所開設運営に際して社会福祉法人は各種補助金、有利な公的融

資等のメリットを享受している。公設民営制度の採用等、株式会社に対しても同等の支援が必

要である。
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保育所運営費等の補助の概要（東京都の場合）
設置者 国施設整備費都施設整備費国運営費負担金 国補助金 都補助金

社会福祉法人 ○ ○ ○ ○ ○
株式会社 × × ○ ○ ×

保育所における市からの公費補助の概要
(園児一人あたり年額の比較　：　公立を１とした場合）

東京23区 公立 1.00
社会福祉法人 0.62
株式会社 0.00

東京市部 公立 1.00
社会福祉法人 0.32
株式会社 0.00

大阪市部 公立 1.00
社会福祉法人 0.19
株式会社 0.00

その他市部 公立 1.00
社会福祉法人 0.23
民間企業 0.00

２３） 社会のサービス労働化による労働時間帯の多様化は、当然利用者の保育ニーズの多様化を

生む。これに対応して利用者の利便性を向上させるために、夜間および土日等休日における

サービスの提供が様々に行われるべきである。延長保育のニーズが高まっていることは産業

構造の変化に基づいた必然的な需要であり、公民共々この対応に努力すべきと考える。利用

手続にも再考が必要であろう。利用者本位の多様な保育サービスが生み出されるための競争

促進政策の推進と、利用者の利便性をより高めるために、利用者は地方公共団体を通じてで

なく、事業者と直接契約（相対契約）を結ぶ形を基本として考えるべきである。

２４）なお、各種アンケートによると共稼ぎ夫婦の妻より専業主婦の方が育児に係るストレスが高い

ことが示されている。大都市における核家族化の進行は専業主婦の孤立化を生み出している

可能性もある。当報告書においては、保育の一層の社会化を目指して保育所の大幅増設を提

案した。この増設課程において、専業主婦に対しても保育所の育児機能は開放されるべきだと

考える。
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VVVV．．．．    オランダにおけるワーク・シェアリングオランダにおけるワーク・シェアリングオランダにおけるワーク・シェアリングオランダにおけるワーク・シェアリング

主要国の少子・高齢化の動向は４つのグループに分けられる。①アメリカ、オーストラリア等まだ

問題となっていない国、②北欧４カ国とイギリス、フランスは高齢化は進行しているが出生率は高い

国、③ドイツ、イタリアなどの少子・高齢化の進行している国（日本もここに含まれる）、④オランダ、

スイスなどの中間的な国である。ここでは、９０年代、新しい労働形態を創造したオランダに注目し

た。オランダが９０年代、世界に発信したメッセージは「１．５稼ぎ」モデル、及び「ファミリー・フレンド

リー・エンプロイメント」である。

特殊合計出生率（人）

～１．４ １．４～１．６ １．６～１．８ １．８～
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（１２．０、１．６６）

アメリカ

（１２．６，２．０４）
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（１５．８，１．７１）

デンマーク

（１５．１，１．８２）
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歳
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の

比
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(%)
１７～

スウェーデン

（１７．３，１．８８）

（注１）（　）内は、左側が６５歳以上比率、右側が特殊合計出生率（１９９５年頃の計数）

（注２）オランダの特殊合計出生率は、８０年１．６０、８５年１．５１、９０年１．６２、９５年１．５４と過去２０年間

１．５～１．６人の間で推移している。

１） オランダは人口1580万人、面積は九州程度の国である。但し、九州の人口は850万人であり、

人口密度はオランダの方が高い。麻薬の一部自由化、安楽死の容認などやや特異な社会政

策を持つ国として有名である。経済では古くはチューリップ・バブル、70 年代にはオランダ病等
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の話題を提供してきた。最近は、同国の経済パフォーマンスの良さから「オランダの奇跡」が話

題になっており、パフォーマンスの良さを社会・歴史的な背景から説明する「ポルダー・モデル」、

「オランダ・モデル」が提唱されている。

２） 90 年代の世界経済の勝者はアメリカであった。90 年代後半の経済パフォーマンスがそれを証

明している。すなわち、アメリカの 95～99 年平均の実質ＧＤＰ成長率は 3.9％、日本の1.2％、ド

イツの 1.5％を大きく上回る。消費者物価上昇率こそ、アメリカ 1.6％、日本－0.4％、ドイツ 1.2％

とアメリカが劣るものの、日本の物価下落はデフレであり、必ずしもパフォーマンスの良さを示

すものではない。名目 GDP に対する財政赤字の比率はアメリカが 1.1％であるのに対し、日本

は 5.0％、ドイツは 2.5％である。直近の数字はアメリカが財政黒字になっており、パフォーマン

スの格差はさらに拡大している。失業率はアメリカが 95 年の 5.6％から 99 年は 4.2％へ 1.4％

ポイント改善したのに対し、日本は 1.6％ポイント悪化（失業率の上昇）、ドイツも 1.7％ポイント

悪化している。

３） こうした中で、オランダの経済パフォーマンスの良さが注目される。95～99 年の動きを見ると、

実質 GDP 成長率は 3.2％、消費者物価上昇率は 1.8％、財政赤字の名目 GDP に対する比率

は 1.7％とアメリカに比肩しうる。特に失業率は 95 年の 7.1％から 99 年は 3.2％に低下し、改善

の幅は 3.9％ポイントに達している。この労働市場の大幅な改善を中心とした経済パフォーマン

スは「オランダの奇跡」の名に恥じないといえよう。



63

注目されるオランダの経済パフォーマンス

GDP成長率

失業率改善 財政赤字/GDP
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％

％％

％

3.0

4.0

2.0

1.0

0

6.0 5.0 3.0 2.0 1.0

1.0

1.5

0

-0.5

0.5

2.0

-4.0 -3.0 -2.0 -1.0 0 1.0 2.0

4.0

アメリカ

オランダ

日本

（注） 95～99年の実績
（出所） OECD “Economic Outlook”

４） 労働市場の改善を、雇用者の増加という視点から見ると、状況はより明確になる。90 年の雇用

者数を 100.0 とした場合、日本は 99 年に 103.4 とほとんど増加しなかったのに対し、アメリカは

112.4、オランダは 119.6 となっている。
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５） この 90年代のオランダの雇用の増大には、パートタイム労働、派遣労働といういわゆる非典型

（atypical）雇用が大きく寄与している。オランダの被雇用者は、①労働時間：正規労働時間（労

働協約により異なるが 36～40 時間／週）より労働時間が少ないか否か、②雇用契約の期間：

期間無し・長期か有期・短期か、という二つの軸から、下図のように四つのカテゴリーに分類す

ることができる。つまり、①正規・フルタイム（カテゴリーA とする）、②正規・パートタイム（カテゴ

リーB）、③派遣・フルタイム（カテゴリーC）、④派遣・パートタイム（カテゴリーD）の四つである。

データーの限界から概数に留まるが、99年の被雇用者をA：B：C：Dに分けるとその比率は 67：

23：3：7 になると推定される。総雇用に占めるパートタイム比率は 30％（（B23＋D7）÷100）、派

遣比率は 10％（（C3＋D7）÷100）である。

パートタイムと派遣

            99年の状況      90～99年の増加分

労　働　時　間労　働　時　間

フルタイムフルタイム

契
　
約
　
期
　
間

契
　
約
　
期
　
間

正
　
規

正
　
規

派
　
遣

派
　
遣

パートタイムパートタイム

（％）

労　働　時　間労　働　時　間

フルタイムフルタイム パートタイムパートタイム

（％）

（注） 被

（出所） 各

６） 90 年か

つまりカ
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は全体

働の増

のは 3

Ａ Ｂ

６７６７

３３

７０７０

雇用者をを１００と

種統計から試算

ら 99 年にか

テゴリーB、

加の約 80％

の雇用増加の

加によるもの

1万人（12＋1

Ｃ

２３２３ ９０９０
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７７ １０１０

３０３０ １００１００

　　　　

間間派
　
遣

派
　
遣 １４１４ ２１２１ ３５３５

３５３５ ６５６５ １００１００

したときのパーセンテージ

　　　

（注） 被雇用者の増加分をを１００としたときのパーセンテージ

（出所） 各種統計から試算

けてオランダでは被雇用者が約 89 万人増加したが、このうち非典型雇用

C、Dでそれぞれ 39万人、12万人、19万人増加している。つまり 90年代の

が、非典型雇用によるものであった。正規・フルタイム労働者の雇用増加

約 20％しか占めていないのである。別の言い方をすると、パートタイム労

は 58 万人（39＋19 万人）、雇用増加の約 65％、派遣労働の増加によるも

9 万人）、雇用増加の約 35％を占めたのである。（パートタイム労働の増加
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と派遣労働の増加で 65＋35＝100％となるが、パートで派遣という人＝カテゴリーD の人が二

重勘定されていることに注意）。

７） このようにオランダでは 90年代の雇用改善に大きく寄与したのは非典型労働であった。以下で

は、①雇用の増大に対する寄与は派遣労働よりもパートタイム労働の方が大きかった、②最近

までのオランダ政府の取組みは、派遣労働よりもパートタイム労働の促進が中心であった、③

ワーク・シェアリングに焦点を当てていることから、パートタイム労働に焦点を当てて分析してい

くことにする。

８） まず、オランダのパートタイム労働の実態を、企業経営者、人事（労務）担当者へのインタビュ

ーを交えながら、データーに基づいて概観していく。オランダの被雇用者（この中には自営業者

も含む）のうち、パートタイムで働く人は５）で述べた通り、約 30％（98 年 30.1％）である。ここで

は週 12～30 時間労働の者をパートタイマーとして定義しているが、12 時間未満のものも含め

ると 37.9％になる。日本は直近の数字が 98 年で 21.2％である。ただし、日本の場合、週 35 時

間未満労働の者をパートタイムとしており、定義がやや広くなっていることには注意を要する。

９） パートタイム労働の比率が高いのは、政府、非営利団体（NPO）であると考えられる。オランダ

は医療・介護、特に介護の分野はNPOが中心になって行われている。この介護NPOに女性が

パートタイム労働者として進出したのである。インタビューでも、ある在宅介護 NPO で働く人の

うち現業部門のほとんど全てがパートタイム労働者であるとの答えを得ている。オランダ産業

使用者連盟とのインタビューによれば、政府・非営利団体で働く者のうちパートタイムで働く者

は約 44％を占める。民間営利企業で働く者のうちパートタイマーは約 23％である（この数字は

全体でパートタイム比率 30％という数字に符合する）。
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　　　　　（出所）オランダ産業使用者連盟（ＶＮＯ－ＮＣＷ）でのヒアリングに基づき推計

１０） 民間営利団体（企業）では、パートタイム労働者はサービス業で比率が高く（約 29％）、製造業・

建設業は比率が低い（約10％）。中堅梱包会社では、「製造現場にパートタイマーはいない。稼

働率を調整するため派遣労働は利用している。」（人事部長）としている。大手鉄鋼会社の人事

部長は「当社のブルーカラーにパートタイマーはいない。24 時間のシフト労働にパートタイム労

働はなじまない。」としている。同氏は「パートタイム、派遣が多いのは、サービス産業、特にホ

テル、ケータリング、クリーニングだと思う」とも言っている。これらサービス産業にインタビュー

すると、パートタイム比率は極めて高いことがわかる。「パートタイマーは従業員の約 60％。」

（コールセンター最大手、人事部長）。「パートタイマーは約 25％。」（運輸業、人事部マネージャ

ー）とのことである。サービス業でパートタイム労働が多いのは、①コールセンター、ホテルのよ

うに「1日 24 時間、週 7日」サービスへの対応、②クリーニング（ビル清掃）のように仕事の時間

が早朝、夕方以降と偏りがあることへの対応、③ホテル、レストランのように、季節、天候等の

要因で売り上げの変動が大きいことへの対応（これらの業界はパートタイムというよりも、必要

なときだけ呼び出すという「オンコール」で対応している。なお、オランダの統計ではオンコール

もパートタイムとして計算されている）、によるものである。一方、サービス産業で派遣労働は使

用する場合もあるが、ほとんどのインタビュー先では、「コストが高いので、なるべく減らすよう
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にしている」（レストラン、取締役）という答えであった。

１１） 製造業にパートタイム労働者が少ないということと、サービス業にパートタイム労働者が多いこ

とを合わせて考えると興味深い事実が伺える。つまり、製造業、特に装置産業では昔から 24時

間操業＝労働が行われていた。製造業は、供給＝製造の現場と需要＝販売の現場は離れて

いることが多く、また在庫という形で、需要と供給の緩衝を作ることが可能である。したがって、

供給の現場では、均等に継続的に製造すること、つまり稼働率の維持が重要事項であり、ブル

ーカラーがシフト制で対応するという労働形態が常識化している。これに対してサービス産業で

は週 7 日化（日曜営業、週末営業）が進められ、24 時間化も最近動き始めた。サービスは需要

と供給の現場が同じ場所であることが多く、また在庫は不可能である。現在は完全に 24 時間

対応するわけではなく、シフト制で 24 時間対応したのでは、コストが引き合わない。サービス産

業でパートタイムの比率が高いのはこうした事情によるものと思われる。なお、サービス産業の

方が製造業よりもパートタイムの比率が高いことは、日本も同じである。

１２） パートタイマーを性別で見ると、女性の比率が高い。男性被雇用者のうちパートタイマーは約

10％、10 人に 1 人である。女性被雇用者の場合約 54％、2 人に 1 人である。日本の場合、男

性は約 11％、女性は約 37％、女性被雇用者のうち 3 人に 1人がパートタイマーである（この場

合も定義の違いから日本が高い比率になることは注意が必要）。オランダのインタビューでは、

「パートタイム労働者の中心は女性である。相対的に低位の仕事が多い」（オランダ産業使用

者連盟）、「パートタイマーの 70％は女性で、そのうちの７５％が３０代の既婚、子持ちである。」

（コールセンター最大手、人事部長）、「パートタイマーの 75％は女性である」（運輸業、人事部

マネージャー）、とされている。介護NPOで働くパートタイマーはほとんど女性である。女性被雇

用者のパートタイム比率が高いのは、製造業・建設業の現場にパートタイムが少なく、政府、

NPO、サービス産業にパートタイムが多いことが原因であろう。パートタイム労働の増加は、下

図に見るように女性の労働市場への参加率を大きく高めている。
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１３） オランダのパートタイマーは、民間では低ポストの仕事が中心であり、マネジャークラスは極め

て少数であると考えられる。データーが存在しないが、インタビューでは「マネージャーのパート

タイマーはいない」（大手コンピューターソフト会社 社長）、「マネージャーがパートタイムになる

ことは考えられない。私を含めマネージャーは時間で仕事をしない」（中堅梱包会社 人事部

長）、という答えであった。サービス業でも銀行は、「パートタイムワーカーは、低いポストである。

マネージャーのパートタイム化は理論的には可能だが、現実には存在しない。」（大手銀行 人

事担当役員）という。一方、サービス産業でも 24 時間・7 日営業の企業では現場のマネージャ

ーがパートタイムである場合は多い。「ルームサービス部門のマネージャーはパートタイム、他

にもパートタイムのマネージャーはいる」（ファイブスター級の大手ホテル、人事部マネージャ

ー）。これはコールセンターでも同じである。また日本でもパートタイマーの活用が進んでいる流

通小売業界では、「マネジャーとバイヤーは原則週 4 日労働以上でなければならない（つまり、

週休 3 日のマネージャー、バイヤーもいる）」（大手チェーンセルフ店、人事担当役員）としてい

る。また、このセルフ店には約 700 店の中で1店のみ店長がパートで月～木、金～日で入れ替

わる店があるとのことである。この様にサービス産業の一部には現場のマネージャーがパート

タイムの場合があるが、インタビューした限りではそうした企業でもシニアクラスのマネージャー

はほとんど例がない。またサービス産業でもパートタイマーが現場のパートタイムのマネージャ

ーに昇格できるかは企業・業界によって異なる。人手不足の強いコールセンターでは、現場の
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マネージャー、インストラクターにパートタイマーが昇進する仕組みがあり、現実に機能している。

しかし、ビル清掃会社では現場の監督者でさえ、ビル清掃員からの昇格はなく、監督者は全て

外部採用である。以上、インタビューのみの調査であり情報が限られているため、パートタイマ

ーと役職の関係は一概に判断できない。しかし、「高級官僚」がパートタイマーというような一部

のマスコミに伝えられる状況は、極めて特殊な例であると言うことではなかろうか。

１４） 以上オランダのパートタイマーについて、統計データー、インタビュー等に基づきその実態を述

べてきた。要約すれば、①オランダのパートタイマーは、政府・NPO が中心になって推進されて

きた、②民間営利団体（企業部門）ではサービス産業が中心で、製造業・建設業は比率が低い、

③女性が中心で、民間企業では職階が低い層が多い、となろう。

１５） こうした中で、パートタイム労働の社会的な認知が進んでいることが注目される。オランダの大

手銀行では、「当行グループの従業員は 99 年末時点で 53,147 人、フルタイム換算では 48,224

人である。」（同行 人事担当役員）という発言があった。他社でも同様の発言が聞かれた。パ

ートタイムで働く社員は従業員として計算されるのである。また、次頁の図にあるように、オラン

ダではパートタイムで働いている人のうち 91％がフルタイムで働くことを望まない、つまり自ら

進んでパートタイムで働いている人である。欧州の平均値は 76％であり、オランダはこの比率

が欧州で最も高い。さらに、インタビューでも、「パートタイムという働き方は女性の間で広く受

け入れられるようになった。労働時間の自由という考え方が社会に受け入れられるようになっ

た。」（大手鉄鋼会社  人事部長）、「若い人の労働に対する態度は変化している。パートタイム

で仕事をしたいと考えている人は多いようだ。」（大手コンピューターソフトウェア会社 社長）、

「労働市場が個人主義の時代に変わってきた。」（派遣業協会 会長）、という声があり、パート

タイムが女性、若い人の間で定着していることを示している。さらに、「マネージャークラスのパ

ートタイマーは今はいない。しかし、若い人の間でそういう要求が出てきてもおかしくはない。将

来は起こり得ることとしてオープンである。」（大手家電会社  オランダ社長）という声もあり、将

来、民間企業でも職階が低位の者から高位の者にパートタイムが広がる可能性が言及されて

いる。
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（出所） 「オランダにおけるパートタイム労働の動向と家庭生活の変化」　
            前田信彦、海外社会保障情報№124.1998

１６） 次にオランダにおけるパートタイム労働拡大の要因を、パートタイム労働の促進策という視点

を中心に見ることにする。オランダにおけるパートタイム労働の推進はかなり古くから行われて

おり、70年代にもパートタイム労働は失業率を低下させる方法として意識されていたようである。

しかし、オランダにおけるパートタイム労働の推進をオランダ・モデルという枠組みの中で全体

的に捉えようとする時、1982 年の「ワッセナーの合意」に注目しなければならない。

１７） オランダは第二次世界大戦後、人件費の上昇を抑制し国際競争力を高め、50 年代の繁栄をも

たらした。60 年代に入ると沿岸で天然ガスの発見があり、その輸出収入が財政支出の拡大を

可能にし、高度な福祉社会を築き上げた。しかし、貿易黒字拡大による自国通貨の上昇、イン

フレ率と賃金・年金の連動化、という問題に加え、エネルギー価格が低下したため、高インフ

レ・高失業・高財政赤字に悩む国となった。天然資源の保有国がその価格高騰時の経済政策

を間違え、経済が混乱するという現象を指して「オランダ病」という名前がつけられた。

こうした 70年代後半～80年代初めの危機的状況に対して、1982年に経営者、労働組合、政府

の要人が、アムステルダム郊外の高級住宅地ワッセナーに集まって今後の経済運営について

協議したのが、いわゆるワッセナーの合意である。オランダ語では ”Akoord Stitching van de

Arbeid ”（労働の協調に対する合意）と名づけられたA4サイズ1枚程度の合意の内容を要約す
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ると、①労働組合は企業収益の回復の必要性を認識し賃金抑制に協力する、②雇用主はより

良い労働の配分（division of labor）を目指すことを約束する、③政府は労使が自由に交渉する

ことを受け入れる。財政の健全化と労働市場の規制緩和に合意する、の三点になる（オランダ

産業使用者連盟）。

フィリップス・オランダのＣＥＯは我々とのインタビューで、個人的見解として以下のように述べて

いる。「オランダ・モデルの始まりは第二次世界大戦後である。オランダは破壊され、貧困な国

であった。国を再建するには賃金、労働条件が大切であり、組合、経営者組織、政府が話し合

い、賃金は低く、資本コストも低くした。そのため賃金水準はドイツ、イギリス、フランスよりも低

くなった。その成果が現れオランダは復興したが、63 年あたりで（記憶は不確か）賃金が 10％

上昇した。70 年代にはいってオイルショックが加わり、インフレが激しくなった。

インフレ上昇分を償うために、経済学者はインデクセーションを薦め、政府はそれにしたがった。

皆一緒に上がるのだから影響はないということだった。しかし、それが 70 年代末、80 年代初め

に機能しなくなった。失業率は 12％に上がった。インデクセーションで、賃金→インフレ→年金

というリンクができてしまい、政府は賃金交渉に介入せざるを得なくなった。このリンクを切る必

要があった。

82 年のワッセナーの合意は、読むと分かるが、極めてシンプルな合意である。賃金、労働条件

（working condition）は企業レベル、つまり経営者、労働者の間で決定され、政府は賃金交渉に

介入しない。インデクセーションを断ち切ったということである。労働組合は賃金の上昇を抑制

する代わりに、労働時間の低下を得た。これは労働時間のフレキシブル化となった。賃金を自

発的にコントロールし（voluntary wage control）、賃金上昇を抑制したことが重要である。これが

ワッセナーの合意であり、経営者は金を儲け、政府は税率や財政赤字を下げる、組合は賃金

のインデクセーションをやめる。これをステップ・バイ・ステップで行うのがオランダ流である。」

１８） 上記ワッセナーの合意の②の部分が、オランダのパートタイム促進策の原点の一つであること

は間違いない。ただし、あえて言えば、当初はパートタイムよりもフルタイムの基準労働時間の

短縮、いわゆる時短によるワーク・シェアリングが強く意識されたと考えられる。82 年のオラン

ダの標準労働時間は年間 1815 時間であった。基準労働時間は毎年低下し、90 年には 1740

時間になった。しかし、次頁の図に見るようにそこからは大きく低下しない状況が 90 年代前半

は続いている。この時期にワーク・シェアリングの重点は時短からパートタイムの促進にシフト
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していったのであろう。90 年代のオランダのパートタイム促進策の背景として、この時短の限界

がまず指摘できる。第二に、ワッセナー合意による賃上げの抑制で、家計では共稼ぎの必要性

が高まったことがあげられよう。第三に、後述するように育児・介護など家族への責任と労働の

調和を図るべきであるという考え方が強まったことも指摘できよう。

オランダの基準労働時間

1980 1984 1988 1992 1996
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（注）フルタイム、年当り。
（出所）オランダ産業使用者連盟

１９） パートタイム労働に対して、上述したように 70 年代から促進策が採られたが、当初は企業に補

助金を与えるなど、試行錯誤の域を出なかった。パートタイム労働の促進策として、最も重要と

考えられるのは、ワッセナーの合意を受けて 80 年代半ばから推進された、パートタイムとフル

タイムの均等待遇政策である（均等待遇の原則そのものは 81 年に労使で合意されている）。

「労働協約や法律がパートタイムとフルタイムの権利を同一のものとしたことが、パートタイム

労働の拡大に大きく寄与した。」（オランダ産業使用者連盟）のである。オランダの労働政策は、

①まず大きなテーマについて労使で話し合い合意を作る、②個別の労働協約に合意内容を盛

り込む、③法制化する、という手順で進められる。この均等待遇の原則が法的に確立されたの

は 96 年の労働法改正であった。現在ではパートタイム労働者は賃金、休日・休暇、年金、等に

ついては労働時間当りで対等の権利を持つ。また、失業、障害などの社会保障は労働時間に

係わらず適用される。

２０） 90 年代のパートタイム促進策としては、93 年に「New Course」（新しい道）という労使の合意が

提出されたのが注目される。New Course では様々なことが合意されたが、パートタイム労働の
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促進という観点からは、「使用者は労働時間の決定に際し、労働者の育児・介護の責任を考慮

しなければならない」「使用者は経営上認められない場合を除き、労働者からの労働時間変更

の要求に応じるべきである」という二点が重要である。前者は 96 年の労働法改正で、後者は

98 年の労働法改正で法制化された。なお後者については、法の内容を巡り論議が続き、法制

化に時間がかかった。結局「労働者は労働時間を選択することができる。雇用者は組織上、コ

スト上の理由からそれを拒否できる。」という形で決着をみた。2000 年 4 月にオランダ産業使用

者連盟とインタビューした時点では中小企業への影響が懸念されていた。結局、従業員 10 人

以下の企業には適用除外となったが、9月にサービス産業を中心にインタビューを行った時は、

多くはないがフルからパートへの変更の要請が各社とも数ケース発生していた。「パートタイム

に転換しないように一生懸命説得するが、裁判になると負けるかもしれない」（大手セルフチェ

ーン店、人事担当取締役）というように、経営者側はやむを得ない動きとして受け止めているよ

うである。

２１） 派遣労働に関してはパートタイム労働ほど明確に促進策が採られたわけではなく、派遣業の

規制緩和が順次進められていた。96 年に労使が「Flexibility & Security」という報告書を作成、

人材派遣業の規制緩和と派遣社員の法的地位の改善を提案した。この内容は Flexibility &

Security法として98年に成立、99年から施行されている。注目されるのは、派遣社員が一定期

間経験を積むと、派遣会社の社員になる可能性が示されたことである。

２２） 90 年代のオランダのパートタイム促進策の背景が、①時短が限界に近づいた、②ワッセナー

合意による賃上げの抑制で、家計では共稼ぎの必要性が高まった、③育児・介護など家族へ

の責任と労働の調和を図るべきであるという考え方が強まった、ことに求められることは既に述

べた。このうち、②③は注目すべきメッセージを世界に送ることになる。90 年代のオランダのパ

ートタイム促進策は、労働市場のみならず、新しい家族像を提示する政策と捉えることもできる

広がりを見せているのである。

２３） ②共稼ぎの必要性が高まったことに関連して、オランダ政府は「 1.5 稼ぎモデル

（anderhalfverdieners）」という家族像を提唱している。「1.5 稼ぎ」とは夫婦のうち片方は週 30 時

間以上、片方が 30 時間未満の労働についている夫婦・家族を指す。これに対し、「ダブルイン

カム」は夫婦のうち両方とも週 30 時間以上の労働を行う、「片稼ぎ」は夫婦の内、片方のみが

労働する夫婦・家族である。下図はこの三つの家族モデルの週当たり可処分所得（夫婦合計、
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以下同じ）、週労働時間、労働時間当たりの可処分所得を示したものである。例えば「片稼ぎ」

夫婦では、所得が低く生活が苦しくなってきた場合、「ダブルインカム」で二人がフルタイムで働

くと週当たりの可処分所得は 917 ギルダーから 1281 ギルダーへ 40％増加する。しかし、労働

時間は 48 時間から 80 時間へ 67％も増加し、育児・介護など家族に対する責任を果たす時間

が制約されると伴に、労働時間当たりの可処分所得も1時間当たり19ギルダーから16ギルダ

ーに低下してしまう。「1.5稼ぎ」では、もう片方が（多くの場合妻であろう）がフルタイムではなく、

労働時間が少なく家族に対する責任の果たし易いパートタイム労働に出ることになる。労働時

間当たり可処分所得は19ギルダーで変わらず、夫婦二人の週当たり可処分所得は1181ギル

ダーへと 29％増加する。逆に、夫婦がフルタイムで働いていた場合、出産を機に育児の責任

が発生する。この場合もいきなり「片稼ぎ」になるよりも「1.5 稼ぎ」の方が可処分所得の低下は

小さくて済み、また労働時間当たりの可処分所得は上昇する計算になる。

なお、「1.5 稼ぎモデル」が成立するためには、所得税の課税単位が世帯ではなく個人であるこ

とが必要である。そのもとで累進課税のカーブを調整する必要があろう。

家族の平均可処分所得と労働時間

917

1,181
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80
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（出所） 日本労働機構 前田信彦氏の資料から作成

２４） ③育児・介護など家族への責任と労働の調和を図るべきであるという考え方は、93 年の New

Course で労使の合意事項となった。これはパートタイム労働の正当性を確立しその社会的な

認知を高めたと評価できよう。政府はこれを「ファミリー・フレンドリー・エンプロイメント」として大
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きく取り上げ、上述したように 96 年の労働法の改正により法的に担保された。

「ファミリー・フレンドリー・エンプロイメント」と「1.5 稼ぎモデル」に対して、オランダが男性は稼ぎ

女性は家庭を守るという男女役割分担の概念が強い国であったため、公的な託児所、保育所

が発達していないという特殊事情を反映したものであるという説明がなされている。これらは

我々のインタビューでも確認された。しかし、それらが「ダブルインカム」と高額の託児所、保育

所という組み合わせに対して、別のアプローチが存在し得ることを示している点で注目に値す

ると考えられる。

２５） 報告書の本筋からやや外れるが、あわせてオランダ政府は「コンビネーション・シナリオ」として、

女性のみならず男性もパートで働くとともに、男性も積極的に育児・介護といった家族の責任を

分担すると言う動きを推奨している。都市部の 30代、高学歴、ホワイトカラーの間で広がってい

るとされている。

２６） 90 年代のオランダのパートタイム労働推進策は、93 年の New Course を基本とし、「1.5 稼ぎモ

デル」、「ファミリー・フレンドリー・エンプロイメント」、「コンビネーション・シナリオ」として労働政

策の枠を超えた展開をみせている。以下ではワッセナーの合意、New Course によって推進さ

れてきたパートタイム労働及びその背景となったオランダ・モデルを、オランダの経営者、人事・

労務担当者がどのように受け止めているか、インタビュー調査を基に見ていくことにする。

２７） ワッセナーの合意・New Course に代表されるオランダ・モデルのなかで、オランダの経営者に

とって最も意味の大きかったのは、賃金の安定であった。「企業経営者の関心は、オランダの

企業が世界貿易の中で競争力を失わないことである。オランダ・モデルは賃金上昇を抑制した

ことの意味が大きい。」（オランダ産業使用者連盟）、「オランダ・モデルは EU の中で賃金上昇

を相対的に低く抑える点で重要であった。」（大手コンピューターソフトウェア会社 社長）。次頁

の図に示すようにドイツ、日本、オランダの実質賃金を 90年を100としてプロットするとオランダ

の賃金が安定していたこと良く分かる（99年を除くとその傾向がさらに鮮明になる）。特にオラン

ダとドイツを比べると、ドイツが高い実質賃金の伸び・低い雇用の伸びという組み合わせなのに

対して、オランダは低い実質賃金の伸び・高い雇用の伸びという組み合わせになっており、そ

の差が明確になる。実質賃金と雇用のトレードオフというマーケット・メカニズムが機能している

ことが歴然と示されているわけである。オランダの 90 年代の雇用拡大は賃金上昇率の相対的

安定の下でこそ可能であったというマクロ経済的事実は、指摘されなければならないであろう。



76

賃金の安定
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（出所） 左右ともOECD “Economic Outlook”より作成

２８） 経営者にとって、第二に重要であったのは、労使関係の改善であった。次頁の図に見るように

オランダの労働喪失日数は 70 年代前半をピークに改善している。ワッセナーの合意に示され

た労使の協調は労使関係の大幅な改善をもたらし、それが設備投資の拡大の背景になってい

る。「労働の Security 重視は労使関係の安定化をもたらし、設備投資に良い影響を与える。」

（オランダ産業使用者連盟）、「良好な労使関係が企業の設備投資に関するリスクを低下させ

た。大規模な設備投資や新技術の導入は労働者の配置転換を伴う。そこでストライキをやられ

ると問題だ。」（大手鉄鋼会社 人事部長）。
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労使関係の改善
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（注）95年に、派遣労働者の建設業への導入を巡って大規模な
      ストが発生、それを除くと左側白ヌキの図になる。

（出所） ILO

２９） パートタイムの増加に対するオランダの経営者の懸念はコストの上昇、生産性の低下である。

一部で「パートタイムの導入により労働時間が減少した時、……たとえば週 5 日勤務を 4 日勤

務に 20％低下させた時、仕事量は 10％しか低下せず、結果的に 10％の生産性上昇が起きる

ことは起こり得る。サービス産業でこれが起きているといわれている。」（オランダ産業使用者連

盟）という話は聞かれた。「しかし、経営者にとってこれはパートタイム導入の副次的効果であ

る。」（〃）。オランダ産業使用者連盟の結論は「パートタイムの増加はフレキシビリティの上昇

をもたらすが、コストの点では総経費が上昇し、競争力に悪影響を与える。」ということである。

また、大手コンピューターソフトウェア会社社長は、「パートタイムが増えると、集中力が高まる、

モチベーションが上がる、欠勤率が下がることなどから、生産性上昇の効果が有るという議論

はわかる。しかし、パートタイムの増加で組織の効率は下がる可能性が高い。前者のプラス効

果よりも後者のマイナス効果の方が大きいと思う。」としている。こうした問題に対しては ITの活

用などで問題を最小限に抑える努力がなされている。「パートタイムの導入と運用上の問題を

軽減するのに IT 技術が寄与しているのは確実である。」（オランダ産業使用者連盟）。

一方で、下図に示されるように、マクロ的な統計を見る限り、オランダの生産性は 80 年代、90

年代を通じて少なくとも傾向的な低下は示していないといえる。このデーターは労働時間を考

慮していないので、オランダの労働時間が長期的には低下したことを考慮すると、生産性は上
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がっていると言えなくもない。もちろんこうした単純な推計だけで生産性について結論を得るの

は困難である。パートタイム労働の増加と生産性、総経費の関係はまだオランダの経営者にと

って解決途上の問題と言うべきであろう。そうした留保の下で、パートタイム労働によりオランダ

全体の生産性が低下したという明確なデーターは存在しないことは、強調しておくべきであろ

う。

生産性上昇率

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

75 77 79 81 83 85 87 89 91 93 95 97

（％）

（注） 労働生産性上昇率は一人当り実質GDPの上昇率。
（出所） OECD “Economic Outlook”より計算

３０） 結論

オランダは、９０年代、パートタイム労働の活用により、高い経済、社会のパフォーマンスを達

成した。主な経済指標を見ても、９０年代の米国とほぼ同様な経済パフォーマンスである。パー

トタイム労働の推進は女性の労働市場への参加を促進し、「１．５稼ぎ」という新しい家族モデ

ルを導入したのである（共稼ぎ夫婦に比べて収入は減少するが、時間的な「ゆとり」は増加し、

その時間を家族のために使うことが出来る）。なお、パートタイム労働の普及は生産性にとって

マイナスではないかとの懸念もあったが、オランダのマクロデータで見る限り生産性は低下して

いない。したがって、日本でも「使用者は労働時間決定に労働者の育児、介護の責任を考慮」

すべき時代に入ったものと考えられよう（Family Friendly Employment）。この基本哲学のもと、

柔軟性のある従業員の勤務形態を承認すべきである。具体的には、
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① 乳幼児を養育する従業員に対し、例えば通常１日８時間労働の場合、７時間または６時間

労働を認め給与を７／８または６／８とする、等を認め、フレックスタイム等と組み合わせて

柔軟な勤務時間帯の設定を可能にする仕組みの導入。

② 家庭の状況により離職した従業員を人材登録しておき再雇用機会を提供することや、従

業員の必要に応じて社内の他の雇用形態にチェンジできる等、自分と家族の状況を考え

ながら、より柔軟に働き方を選択できる状況を積極的に作り出すべきである。

③ 出産、子育てで家庭に入った女性が問題なく、再度労働市場に参加できるシステムも必要

であろう。派遣会社を経由して再び働き始めた人が、その企業への直接雇用を希望するこ

とも十分考えられる。したがって、派遣会社が派遣と紹介を柔軟に組み合わせてサービス

を提供することが認められるべきである（労働市場への再入口としての派遣会社サービス

の充実）。



80

VIVIVIVI．．．．    「外国人の受入」について「外国人の受入」について「外国人の受入」について「外国人の受入」について

１） 当報告書においては、閉鎖経済を前提にして少子化対策を提案した。基本的な考え方を下図

を利用して整理する。

現役世代

現役予備軍

（子供達）
ＯＢ世代

極端に単純化するならば、現役世代が付加価値を生み、社会保障制度のもとではその一部が

公的年金、介護保険、老人医療等の形態でＯＢ世代に移転されていく。一方、子どもたち、現

役予備軍に対しても義務教育費、保育費、医療費の形で付加価値の一部が移転されていく。

高齢化の進行（現役世代に対する年金世代の比率上昇）は、現役の負担を上昇させ、経済の

活力を鈍化させる可能性がある。

２） 対応策として必要なことは、まずＯＢに対する現役の負担を現役世代にとって無理のないもの

とすることであり、社会保障制度の改革が必要となる。次に現役世代の生み出す付加価値の

増大が必要となる。つまり、ＯＢへの負担が１００であるとき、現役の生み出す付加価値が５００

であれば２０％の負担率であるが、１０００であれば１０％の負担率となる。

付加価値は、（現役人数）×（一人当たり生産額）であり、現役の数は多い方がよい。したがっ

て、高齢者雇用の促進、女性の一層の社会進出が必要であり、これに現役予備軍の増加、少

子化対策が必要となる。当報告書においては、女性の　一層の社会進出を前提にしつつ、出

生率の回復を求める手段として、①保育所の充実、②育児と仕事を両立しやすい労働形態に

ついての提案、③共稼ぎ夫婦にとって生きやすい税制、社会保障制度の改革案を提示した。

３） しかし、少子化対策の効果は極めて長いタイムラグを持って現れることも事実である。仮に、こ

こ２，３年以内に本格的な少子化対策が実施され、２００５年からその効果が現れ、現状の１２０

万人の出生数が１５０万人に上昇したとしても、この子どもたちが２０歳となるのは２０２５年で

ある。２１世紀の第１四半期の労働力人口の増加には貢献しない。当面の労働需給は不況を

反映して、極めて厳しいものがあるが、長期的な労働需給はむしろタイトである事実を忘れて

はならない。労働省の予測によると、２０１０年の労働力人口は、現状より１５０万人減少するも
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のと予測されている。したがって、日本経済が中長期的に安定成長を維持していくためには、

少子化対策に加えて、２０１０～２０２０年に向けての労働力不足対応が必要となる。この対策

としては、高齢者雇用の促進、女性の一層の社会進出の促進に加えて、「外国人受入をどうす

るか」が避けて通れない課題となろう。「ヒト」の面での国際化である。

４） 国際化が「ヒト」、「モノ」、「カネ」の分野でどのように進行しているのであろうか。「モノ」＝企業

の生産活動はグローバル化が進んでいる。「カネ」の面では、日本企業の資金調達でユーロ市

場を利用することはもはや日常化している。東京国際金融センターは様々な課題を抱えている

もののロンドン、ニューヨークに準ずる地位にあろう。「人」＝雇用は下表のような状況にある。

日本での雇用

日本人 外国人

本邦資本 ○ △
雇用主

外国資本 ○ ○

５） すなわち、①本邦資本が日本で日本人を採用することは当然であるが、②外国資本支配下の

日本企業が増加しており、多くの日本人が働いている、③また外資系証券会社等で多くの外国

人プロフェッショナルが雇用されており、自動車産業では２つの会社のトップは外国人である。

しかし、④本邦企業が日本で外国人を採用している例は少なく、違法外国人労働者問題が話

題を集めるなど、この分野の議論は整理されていない。日本企業のグローバル展開に伴い、

日本企業には世界中で多くの外国人が雇用されていながら、日本での外国人採用は進んでい

ないのである。「ヒト・モノ・カネ」の国際化で一ヶ所抜け落ちているのである。

６） もちろん、外国人の受入には様々な課題があることも事実である。①全ての職業に対して開放

するのか、②受入人数をどうするのか、③どの国からどのようなルールで受け入れるのか、④

受入に伴うコストはどの程度のものとなるのか、等々である。

７） しかし、日本は「ヒト」の面で閉ざされたままで良いのであろうか。中長期的に見て、日本は労働

力不足に直面することは確実である。したがって、中長期視野の下で外国人受入の増加を原

則とし、副作用を極小化するためにどのような方法で外国人労働者受入を実施するかの本格

的論議がなされるべきだと考える。異なったカルチャーを受け入れることは２１世紀の日本社会

に活力を与えるはずである。
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